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(1) 国の財政と財投対象機関 平成12年改正の背景には，財投対象機関

の財務の鍵全性の問題があった。そしてその問題は，最終的に政蔚じしん

の財政と関連する。

第一に，財投対象機関の財務に開題があれば，財政融資資金特別会計に

影響が及ぶわけであるが，財政融資資金特別会計そのものは，憲法上，政

蔚の財政の一部であると考えられないか。この点，マクロ経済の観点から
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近畿大学法学第54巻第 3号

は，確かに，財致融資資金の運用は一種の事業であるといえ鋤， r財投債の

讃還・利払いも，その金融資産から生ずる利子及び回収金により仔われ，

将来の一般財源(担税収入〕に依存することはないJao~ ゆえ，政唐の財政と

iま別に論じることも可能である O 実際，財投債は冨連基準である冨民経済

計算体系 (SNA: System of National Accounts) においても，一般致府債務

ではなく，公的企業寵務として位置づけられている吹しかし， r車場から

みれば，財投債も国債も，最終的な積務者は日本国政府であるという点に

おいて変わりはな[いJJともいえる織。もし，かかる評価が，財政融資資

金特別会計の発行する財投債の残高が膨大なものとなった場合でも何らか

のかたちで一般会許や他の特別会計から資金を回すことで讃還を行うこと

iこ基づいているのであれば，その可龍性が抽象的であるとはいえ，この特

刻会計のありょうを政府の財政の一部として考察する必要があるといえよ

つO

また，憲法学的には，次のようにも考えられる C 憲法第 7章にいう「財

政」を「国がその任務とする活動を行うために必要とされる財力を入手し，

管理し，使用する鶴きをいうj勝，あるいは， r国家がその存立を維持し，

その任務を行うために必要な財力を取得し，かっ管理し，使用する作用を

総称するJOぬと考えるならば，少なくとも， rその資金をもって国，地方公

共団体又は特別の法律により設立された法人に対して確実かっ有利な運用

織杉村・前謁注鈴156夏。

締 岡本直之「財政投融資の改革について一一「資金運用部資金法等の一部を改

正する法第Jについてj ファイナンス20∞年 5月号 2頁以下の 7頁。

鶴 岡本・前掲詮鋤 7頁。 93SNAでは，制度部門を非金融法人企業，金融機関，

一般政府，家計，対家計民詩非営利団体に分けるが，融資特別会計法金融機関

む中の公的金融機関に分類されている。

締関本・前掲註織 7頁G

織伊藤正己・憲法〔第 3版) (弘文堂， 1995年)472真。

締佐藤功・憲法的く新版)(有斐閣， 1984年)1090頁。
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となる融資を行うことにより，公共の利益の増進iこ寄与することj(財政融

資資金法 1条〉という自的をもっ財政融資賓金の運用は，財政に含まれる G

第二にさらに進んで，財投対象機関の財務が「財政j に含まれるか。

この点は，財政について上述の定義に従うならば，財投対象機関の業務が

「国の任務Jと言えるかによるだろう O しかし，かかる議論む箭道には「あ

る事業が果して『冨家的jであるかそうでないかということ詰，その事業

の内容自捧からして既iこ明確に決まり得るものであろうかj織との疑問が

呈される O この疑問iこ対して，肯定的に答えることは困難である O 結局，

法律で「患の任務Jだと位置づけた業務が「国の任務」であるとしかいえ

ないのではないか調理。しかし，このように考えを進めることも，法律で明

文上「これは F国の任務』である」という定め方をしていない以上，また

困難であるo rその予算，決算について国の予算，決算に準じた取扱いりな

される機関j21@とされる政府関諜機関の認定基準が参考になるが， r沿革的

理岳j，r業務内容む重要性j，r国の財政政策との密接な関連性Jが挙げら

aij~ 藤田宙靖・行政組織法〔新販) (良書普及会， 2001年)22夏。

鋤舟田正之「特殊法人と“行政主体"論j立教法学22号 (1984年) 1頁以下の

24~ 5頁。舟罰は，国家と社会の二元論に対し批判的な立場から，公共的任務

と富家的在務との区民を強調するが， I公共性は，私人の生活領域のうち社会に

おける共同生活む要素によって規定される部分として漠然と広く提えることは

できるが，それ以上に具体的にその内包・外廷を論理的に確定することは函難

である O 実定法上，どのような業務が公共的任務として法的に評錨されるべき

かについてを，公論をふまえて冨が，立法あるいは行政庁の政策決定という影

で，一定の具体的な事柄に対して，公共的任務として穫極的な社会形成作毘の

対象とすべきであると判断する事柄が公共的任務である，というトートロジー

で形式的に規定するぼかはないと考えられるjとするD そして， I公共的在務の

うち，国家が自ら遂行すべきであるとされたものを『国家的在務j][……〕と呼

ぶ」とするが，ここでの「国家が自ら遂行すべきである」との判断も形式的に

規定されるのだと推察される。描稿で財投対象機関とめ関連でいう「国の迂務」

を考察する際iこは，舟田のいう「公共的任務jの額念(そのうち，地方公共団

体む任務を差しヲ，~王たもの〉が参考になる O

自由 杉村・前掲詮制167頁。
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れるものの， I一義的な基準を晃三::出すことは難しL王子功。

そこで，本積では，機能的な観点からの考察を試みる。「冨の財政Jが

f国会の議決に基づいてj(憲法83条)，すなわち， I冨会の意思に基づいて

〈国会によるコントロールの下において〉行われなければならな~ ìjm~ 理自の一

つは， I政府による濫費」を訪ぎω，I富民が不当な負担を課せられること

のないよう j鈍にするためであると解される。 I国の需要をまかなう財源に

ついて〔……Jr国の財政jの原理は，ひろく国民が，その能力におうじ

て分担すべきことを要求する }I~ 以上，そして一時的に公債や措入金によ

るとしても「その負担は将来の支出を義務づけ，そのための収入の確探を

も義務づけるjal$が珍えに，現在又は将来の冨民が引き受けるべき負担の

観点から「国の財政」は国会のコントロールに践しなければならないので

あろう倒。そうであるならば，財投対象機関の財務が「財政j ~こ含まれる

か否か，という問題も，現在又は将来の国民が引き受けるべき負担の有無

を基準に考えるべきではないか。具体的に誌，少なくとも，財投対象機関

の在務が終了して当該機関が消滅する際にその債務を国が受け継ぐことが

予定されている場合に，当該機関の財務は「国の財致j に含めるべきであ

ると解する。

alD 杉村・前掲注総167"'"9夏0

al~ 柱藤・荷揚注調H092頁。
~1~ 小嶋和司・憲法概説〈良書普及会， 1987年)503，.... 4頁。

立l事樋口陽一=佐藤幸治=中村睦男=濡部法穂・註解法誇学全集憲法N (青林

書院， 2004年)172頁〔語部法穂執筆〕。

立l~ 小嶋・前掲珪~1~503真。

~l@ 小鵠・前掲注~1$510真。

立m 政府の範罰については，特殊法人等の情報公開制度を設計する擦に，特殊法

人情報公開検討委員会が20∞年7月27日に出した「特殊法人等の情報公開髄度

む整備充実に関する意見j において，対象法人の基準として「特殊法人，独立

行設法人又辻認可法人であって，設立法において，その理事長等を大臣等が任

命することとされているもの又は法人に対し政府が出資できることとされていノ
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しかし，実際のところ，貯投対象機関の治誠時にf責務があった場合にこ

れを誰が負担するのか，という点は援昧なままである。それは，平成 9年

に自民党行革推進本部がまとめた「財投機関告発行法人等の破産・整理

法」案が，その後，成立へ向けて進震を見なかったことからも明らかであ

る。この点を明確にすることが求められる4凡なお，振に財投対象機関が

破綻した特に，民器企業の破産時と同様iこ，国からみて第三者たる債権者

や出資者が漬権回収，出資金田収を諦める仕組みを講築する場合でも〈もっ

iまら第三者が債務不麗行の負担を引き受ける場合，拙稿の理解に基づけば，当該機

関の封務は「国の財政」の一部として冨と間様の盟会むコントロールに服すること

にはならない)，実際iこは，多額の政府保註債・致府保証借入金や一般会計・

特別会計からの出資金があるため，国が他の債権者や出資者に比して大き

な負担を被ることになる可能性が高L、。また，政策上の理由があるとされ

ているが，多額の補給金・交付金が恒常的に院投対象機関に与えられてお

、るもの」を掲げているのが 説明責任の観点と封政統制の観点とむ違いはあ

るものの一一参考になる〈第二対象法人 1 )。なお， NH五や共済組合が対

象法人から外されたことを批判する論者が次のように述べ国民負担との関連を

示しているのも興味深L、f法律で作られていて，荷らかの問題が発生したと

きには税金その地で担保される可詑性があるo 法律で作られたということだけ

で，どれだけ大きな公的な信用というか，バックがあって，そういうことは最

終的には国民が責任を取る，という話になっていると思うのですム秋出幹男

ほか口座談会)特殊法人等の憤報公開鰐度をめぐって」ジュリ 1187号 (2000

年) 2夏以下の 7夏〔松原誌発言〕。

~l~ その後，平或13年 5丹に「政府・岳民党は特殊法人に破産法を適用する方向

で検討に入ったJ(吉本経語新開平成13年s月48朝刊 1面〉が，関年9月218

む法制審議会鰐産法部会破産法分科会では，包話的に特殊法人へ破産法を適用

することに消極的な意見が相次ぎ，立ち消えになったようである(日本経済新

霞平成13年 2月228朝刊 4面〉。なお， r倒産法の適用の可否とは別iこ，融通性

の乏しい資産を有する特殊法人・独立行政法人の発行する公共漬がデフォルト

となった場合の問題点Jとして，イ匝挺執行または一般担保権の実行の場合，債

権者集会を通じた私的整理を行う場合を分けて，議密に検討したものとして，

江頭憲治郎「公共震のデフォルト」江頭憲治郎=増井良啓編・融ける法超え

る法 3 市場と経犠〈東京大学出版会， 2005年)59夏以下がある。
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り，これらを「破綻」し(かけ)ている財投対象機関への国の負担による

「損失語填Jであると理解することも可能である叱このような財投対象機

関には，憲法上の厳務な要請とまでは言えないとしても，常に，一定程度，

国会のコントロールを及ぼすことが立法政策として望ましいだろう O

ともあれ，以上の点から，財政融資特別会許の財投震の残高や〈一部の)

財投対象機関の財務の健全性について，憲法的に「患の財政」の一部とし

て捉え考察することができるといえよう G そこで，以下でiま一つの論点と

して， 1"国の財政」の赤字について検討してみたL、。

(2) 財政赤字と憲法財務省の資料慨によれば，平成17年震末で，国の

長窮憤務が602兆円程度，これと別に財投債発行残高が144兆円程度になる

と予想されている O また，平成13年度以降に財投対象機関が発行した財投

機関債の発行額の総計も，平成16年震末までで10兆1100億円余りに達し

fこ4100

これだけ巨額の障政赤字を，憲法は許容しているのか。管見による限

仏巨額の財政赤字が憲法違反であるとの憲法学者による主張は存在しな

~ ¥0 1"議出規摸を国民の担税力の範酉に抑えることこそ“国民のための財

型車 やや吉いデータであるが，平成5年度には，財投対象機関たる特別会計にー

般会計よち 2兆円C受入れ，産業投資特閉会計より40憶円の受入れがなされ，

また特別会計以外の財投対象機関に一般会計より 1兆1560鐘円の受入れ. 230 

謹円の出資金， 800億円の措入金，特沼会計より610皆、円の補給金・交付金， 9520 

藩丹の出資金， 1200信用の借入金(政府引受債を含む)が流れている。吉田和

男=小西砂千夫・転換期の財政投融資〈有斐閣， 1996年)185~95夏。

錨 「国と地方の長期債務残高J(平成四年12月〉。出典は財務省の HPくhttp://

www.mof.go.jpjjouhoujsyukeijsiryoujsy1703g.pdf)である。

a2D 発行残高に関する資料が得られなかったため，平成13年度から平成16年度ま

での会計検査読決算検査報告に掲載されている各年度の発行実績の単純な合計

である。それゆえ，発行残高と一致しない可能性が高い点には留意していただ

きたい。
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政"にiまかならぬことは，従来異論の余地なく承認されてきたところで

あったjとの指摘関や，仁憲法及び財政法が均毎予算を基本的モデ、ルとして

想定し[……]ている以上.r既設収支の健全化』は基本的iこは法の要請す

るところであるj との指擁織が目を引くが，これらも巨額の財政赤字が憲

法違反になることまでを主張するものであるかは定かでなL王。

確かに. (1)でも触れたように，日本国憲法第 7章は，国会による財政統

制の目的の中に「致府による藍費Jを防ぐ，という点への関心を有して

いる。また，憲法89条後段の解釈において，この立法趣旨を公費濫用む防

止に見出す説が存する勝。この説は，憲法89条後段を， r慈善，教青若しく

辻博愛j の事業に対し，それが「公立〉支配に脹しな ~'J 場合iこは，公金支

出を禁止する，と解釈するが，この解釈は，憲法89条後段を，これらの事

業への公金支出が関係団体や国会議員の利権の対象となってしまう「代議

致治の幣Jω を訪ぐたゐの，国会の財政決定権iこ対する憲法レベルの実体

的制約として理解しているといえる O これらの条項に埋め込まれている，

又はこれ告の条項と整合する条理織として. r巨額の財政赤字は許されな

い」という憲法レベルの実体的要請が存在するといえるかもしれな~'0 

しかし，憲法は，明らかに単年度の財政赤字を認めている。憲法85条は

rc……]国が積務を負担するには，国会の議決に基くことを必要とするj

と定めるからである O ここにいう「債務」には， r f-童還顛が次年度以降に

鍛手島孝・憲法解釈二十講(有斐麗， 1980年)241頁。

錦棲井敬子・財致む法学的研究(有斐窮， 2001年)255頁。

立持参照，尾形健 if公の支配』の意義と射程 憲法的条後段の今自的意義をめ

ぐって」甲車法学45巻 1• 2号 (2004年)83頁以下。

錦 小 嶋和司 if財政条要Jをめぐる論点」ジュリ 74号 (1955年)23頁以下のお

頁臼

Q2& 憲法法源として f条理jを明確に認める学説として，大石員・憲法講義 1
〔有斐麗， 2004年) 10~ 1頁。
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わたるJI確定公債(富定公債・長期公積ともよばれるけ，すなわち f普通に

公債〈または国棲)とよばれるもの〈財政法4条)J紛が含まれるのもまた明

らかで、ある O そして，この憲法85条の定める，債務長担にかかる国会の議

定権には， I公震発行高がこの線を超えた場合には新規の公債発行が認め

§れな ~\J かたちの明示の摂界は付されていな~'10 また，上で触れたよう

な条理を考えるとしても，これを超えると憲法違反になるという一線を明

確に引くことは一一諸外国の例も参照、しつつ，なお填重に考察する必要が

あるが一一因難を極める O

結局のところ，憲法レベルで「巨額の財政赤字は許されなLづとの実体

的要語が存在すると言い切ること辻難しL、
もちろん，立法政葉論として豆額の財政赤字を否定することは考えられ

るO 現iこ，日本においても，法律レベルでは「健全財政主義j織を採用して

いるといわれる O 財政法 4条 l項が次のように定めることを捉えてであ

るO

国の歳出は，公債又は借入金以外む歳入を以て，その貯源としなければなら

なL、。但し，公共事業費，出資金及び貸付金の財諒については，国会の議決を

経た金額の範西内で，公債を発行し文は借入金をなすことができる O

しかし，財政投融資との関孫ではここに言う「健全財政主義Jは妥当しな

~ ¥0 第ーに，財政投融資は，財政法 4条 l項但書きの「出資金及び貸付金J

iこ包含されるため， I投資することによって，生産が上り利器を生み，将来

錦佐藤・前掲注調b1116頁。

織 杉村・前掲注総47頁。また参照，平井平治・財政法逐{事解説(一洋社.1947 

年)37頁，小蜂保栄・財政法会計法講義〈全国会計職員協会. 1955年) 5頁，

毘・財政管理法規概説〈全国会計職員協会. 1968年)12頁。
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償還の計画が立つ戸という使途の性質から，公告発行が許されることと

なっている O 第二に，財政投融資は，特挺会計で実施されているため，会

計の形式からも，公債発行の禁止の要請が緩和されると考えられ，むしろ

特別会計法で公震発行が明示的に認められている O すなわち， r財政法 4

条の規定は一般会計のみでなく特別会計についても適用されるが，独立採

算制を吾標とする特別会計についてはその規制が寛大である」偶とされて

いる O また財致法みずからが「各特別会計において必要がある場合には，

この法律の規定と異なる定めをすることができるJ(45条〉ことを認めてい

るところ，財政融資資金特別会計法は， r対政融資資金において運用の財源

に充てるため必要があるときは，この会計の負担において，公漬を発行し，

又は借入金をすることができるo @前項の規定による公費及び借入金の

限度額については，予算をもって，国会の議決を経なければならないJ(11 

条)と定めている。

このように，法律レベルでも，一般的iこは「鍵全財政主義jが妥当する

が，財致投融資のために公債を発行し告入金をなすこと自体は禁止されて

いなL、。しかし，それは，将来償還の計画が立つという資金の性費による

ものである点に注意する必要がある。財政融資資金が「確実かっ脊利な運

用となる融資を行うことにより，公共の利益の増進に寄与することを目

的j とされ(財政融資資金法 1条)，運用先が張定されている(同法10条〉の

もω，運用計画を財政制度等審議会に諮問しなければならない〈民法11条)

のも，そして平成12年改正特に，財政投融資の対象分野・事業について

鱒 小蜂・前掲注舗の財政管理法規概説12頁。

織杉村・前掲注磁49~50真。

締 公社化以前の簡保資金の運用についても， r簡易生命保険の覆立金の運用に

関する法律」で f積立金を確実で有利な方法により，かっ，公共の利益になる

よう運用するJ(1条〕とし，かっ運用範屈の援定がなされていた〈同法3条〉。

公社化後も，第保資金の運用先について一定の規棋が行われている〈巨本郵政

公社法45条)。
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「積還可能性jが強諒されたのも，財政法 4条 1項但書きの趣旨と関連して

理解すべきである O

ニ経済的自由〔ー〕一一競合企業との爵孫

(1) 同業他社との罵係 財政投融資に対して向けられる批判のひとつに

「民業圧迫Jがある。これは， f入口」の郵覆貯金・槙易保険， f出口jの

財投対象機関ともに当てはまる。既に揺れたように，政府系金融機関の活

動や蒋殊法人による宿泊施設等の事業が民業正迫であるとの指摘は， 90年

代からなされていた。公社，公団，事業団による公共事業も含めて，公的

セクターの経済に占める割合の大きさが， 日本社会から企業家靖神や経演

的活力を奪っているのではないか。

これを憲法学的に捉えなおすと， f公金業による活動は国民の営業の岳

由との関係でどこまで許されるのかj ということになろう O この間いに対

するアプローチとして，①「公企業による事業は政府国有の活動領域にお

ける事業であり，富民の営業の自由との関係ははじめから問題にならな

いj という考え方， @f国民は営利を日的とする自主的活動の邑由を主観

的な権利として有するので，公企業による活動はかかる権利に対する制約

として許否を考察する」という考え方，③「経済秩序について『民間でで

きることは民間に任せるべしJという客観的な要請があるj という考え方

がありえる C 以下ではこれ告を頗に換討してL王く o

(2) f公企業の特許j理論第ーに「公企業による事業は政府固有の活

動領域における事業であり，国民の営業の自由との関孫はそもそも問題に

ならないj という考え方を採った場合，当然に，その活動領域内における

公金業による活動は許容されることとなる O この考え方は，明治憲法下に

おいて，美濃部達吉を鳴矢とする， f公企業の特許jを特権的な経営権の

付与とする理解が前提としていたものといわれる。すなわち，ある活動額
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域については国家が経営権を独占すべきもりであり，特殊の事情がある場

合に私人にその経営権を与えるものが特許であるとされたのである憾。し

かし，周知のように，この考え方は今日において支持を失っている O 現行

憲法下で当初は美濃部説を継承した田中二郎僻が昭和44年iこ f公企業の特

許」概念を放棄し，特許企業を「公共企業規制法」の中で寂り扱うように

なって以降， I今日では特許企業をもはや公金業に含めず，営業規制の一環

として取扱う額向が大勢を占めるにいたっているJ民その理由として，皐

くから， I田憲法iこは自然法的な営業の自由という観念がないから，旧憲

法のもとでは，ア・プリオリに国家の独主的経営権があると考えても，そ

う憲法上り問題になるということはな Liかも知れ註いと思うけれども，い

まの日本国憲法のもとでは，佐藤[達夫]総さんが比罰金としていわれた天賦

鵠 雄日|一郎=金沢良雄=塩野宏=成田頼明=山内一夫子事業の免許制・許可制

〔産談会JJジュリスト293号 (1964年) 6頁以下。もっとも，美護部達吉じしん

が，かかる理解を採っていたか詰疑問がある。企業独占権について「屋文は公

共団体の経営する事業でも，別段の法律の定めむ無い限りは，京国として其の

独占に属するものではなく各人は自由にこれと時種の事業を経営し得るのであ

るが，唯事業の性賓が自由競争に適せず，或誌国家のみにこれを独占し，或は

国家の特別の監督の下に国家む特許を受けた者むみをしてこれを経営せしむる

ことを適当とすべきものに在りては，法律の特弱の定めに依り，これを各人の

営業の自由の外に置き，其の事業の経営を国家む権利に専属せしめて居るもの

があるJ(美濃部達吉・日本行政法下巻〔有斐鴎， 1940年)603夏。!日字体は改

めている〉と述べ，企業独占権は，超憲法的な，あるいは憲法により認められ

た特権ではなく，法律の定めによりはじめて国家に認められる特権であると理

解しているようにも読めるからである。

鵠 たとえば， 83中二郎・行政法下(青梓書院， 1962年)337頁では， r公企業は，

本来，国家的事業と考えられ，その経営権もまた，国家に留保されていると考

えられている」との叙述がある。

鵠磯部力「公企業」芦部信喜他編・岩波講座基本法学 7 金業(岩波書庄，

1983年)299頁以下の305頁。

線佐藤達夫「行政法あまのじゃく」時の法令374号(1961年) 2頁以下の 4頁。

fカ吟 iこ，公企業といわれるものは，超憲法的な，いわば“天賦国権"として本

来国の権能となっているりだ・ということができれば，むろん従来の考え方で

いいことになるが，果たして，そういうことがいえるのかどうか」。

37 (374) 
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国権という観念はどうもとり得なLリ鶴と述べられていたし，今日の通説

的見解によれば， 1"現行憲法の下で，公益事業の国家経営権の独占なる観念

を認める実証的根拠誌なL、J(2.l1Jo これらの指掠は正当であろう O 結局，日本

国憲法が，営業の自由を認める一方で，経営権を国家が独占すべき活動領

域を定めていないことから， 1"公企業による事業は政清固有の活動領域に

おける事業であり，冨民の堂業の自由との関採ははじめから問題にな告な

L リという考え方に立つこと誌できないこととなる O

(3) 主観的権利としての営業の自由 ① 堂業の告由 そこで，第二に

「国民は営利を目的とする自主的活動の自由を主観的な権利として有する

ので，公企業による活動はかかる権利に対する制約として許否を考察す

るj という考え方を検討する O 営業の自由については，これを主観的な権

利としてではなく公序として捉える見解がある勝。しかし，財政投融資と

の関係では，財投対象機関を政廃の一部として考える場合には直接的に，

私人として位童づける場合でも政宥による投融資活動を捉えることで関接

的に，競合他社という私人の「国家との関係における自由権」鈎を問題とす

ることができる O それゆえ，営業の自由を憲法上の権和として捉えた上で

議論することが可能である(営業の自由を公序として捉える見解私営業の自

由が致府との関係で自由権的な機能を果たすことは認めている)。

②政府の範囲 憲法上の人権を議論する擦に，どのような公企業を政

府の一部として提えるかは一つの争点である O 詰めた考察が必要である

が，ここでは，さしあたり，行政法学における議論を参考にして， 1"設立

行為の特殊性J，1"冨の出資のあり方j及び「組織構成に対する関与のあり

鶴 雄]11ほか・前掲詮aaH2頁〈出内一夫発言)む

制 塩野宏・行政法Iく第 4版>(有斐閣， 2005年)106頁。

~ 関田与好・経済的自由〈東京大学出版会， 1987年)，樋口陽一・憲法〔改言

頴J(創文社， 1992年)238""'9， 40， 256~ 7頁。

側佐藤幸治・憲法〔第3版)(青林書院， 1995年)558頁。

38く373) 
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方Jに着目して振り分けることができると考えたL凋。この基準によれば，

財投対象機関は，まさに致府から資金を投融資されているがゆえに，その

多くが政府の一部として捉え§れるべきこととなる O これらの財投対象機

関については，その事業そのものを，直ちに政府の活動として，競合他社

という私人の営業の自由との関係で問題とすることができょうo

もっとも，すべての財投対象機関が政府立〉一部として提えられるわけで

はない。厳密に詰橿別の検討が必要になるが，一つ併を挙げれば，特殊会

社等の理解が問題となる。関西富擦空落株式会社(関西国際空港株式会社法

〔昭和59年 8月初日法律第53号〕に基づき設立)は，政府は発行済株式の 2分の

l以上を常に保有しなければならず(詩法4条 l項λ新株発行にも国土交通

大臣の認可が要る(再法4条 2項)など，政飛との関採が密接であるが，成

田国際空港株式会社〈成田昌擦空準株式会社法(平成15年 7月188法律第124号〕

に基づき設立〉は，設立時の株式はすべて政府が保手ぎすることとなるものの

〈同法的期 5条， 10条)，発行済株式の 2分の l以上を常に保有しなければな

らないとの規定辻存在せず，新株発行も事後の冨土交通大臣への届出でよ

いなど(毘法 g条 3項)，将来的には政府との関係が薄くなる可能性を秘め

立場 塩野宏・行政法m(第 3販)(有斐閣， 2006年)99頁，同「特殊法人に関する

一考察j再・行政組織法の諸湾題〈有斐閣， 1991年) 3頁以下の20，..，.， 7頁。塩

野の議論によれば，日本放送協会は行政主体ではないとされるが，いわゆる致

見放送削除事件〈最判平或 2年 4月17日民集44巻 3号547頁〉で，最高裁は，

「呂本放送協会は，行政機関ではなく，自治省行政罵選挙部長に対しその見解

を照会したとはいえ，自らの判断で本件削除部分の音声を創設してテレビジョ

ン放送をしたのであるから，右措置が憲法21条 2項前段にいう検問にきらない

ことは明らかjとしている。また， r独立行致法人等の保有する靖報の公開に関

する法律jの制定時にも，この法律が適用される法人を定めるための議論の中

で「政府の一部を構成するとみられる法人とは荷か」が問題となり，そこでの

基準としても「理事長等を大臣が任命しているかどうか，又は致府自身が出資

しているかどうか，という組織的ファクタ-Jが用いられた。秋山ほか・前掲

注om。

39 (372) 
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ている O 中部国際空港株式会社〈中部国際空港の設置及び管理に関する法律〔平

成10年 3丹31日法律第36号〕に基づき指定)は，指定法人であり，政府はこれ

に出資することが可能である〈同法5条 I項 2項〉とiまいえ，やはり発行

済株式の 2分の l以上を常に保有しなければならないとの規定誌なL、こ

れらを，憲法上の人権を論じる際に政府の一部として取り扱うべきでおる

か，と言われれば，前者はともかく，後二者は難しいのでiまないか鈎。

このように，財投対象機関の中には，憲法上の人権を論じる擦に政府の

一部として取り扱うことのできないもCも存在する O しかし，これらの法

人に対する致府(一般会計，特別会計)む出資や〈無利子・抵利子の〉融資，

債務保証ぬは，資金交付行致であり，これらを捕まえて競合他社の堂業の

自由との関擦を論じることは可能である O

e 競合他社の堂業の自由との関孫(1)一一覆害の程度について それで

は，競合他社の営業の自由との関係はどのように考えるべきか。判例が依

拠していると解される総清極E的・讃極自的二分論に従えば，財政投融資

純 f独立行政法人等の保有する情報の公開に嬰する法律jでも，関酉国際空港株

式会社は一部の業務についてのみ適用対象となり〈同法男表第 2)，或田国際空

港，中部国際空謹の雨株式会社は適用対象となっていない。「中部国禁空器等

については，行政事務を担わされたのか，それとも民営化によって私人がなす

べき事業として定められたむかJrややこしい議論があるのでJr結論が出な

かったJ という O 秋山ほか・前掲詮~m21夏〔舟田正之発言〕。

鈍 出資に関する規定(商工組合中央金庫法 8条など〉の他に「資金を無利子で

貸しfずけることができる」という規定や〈成田国繋空語株式会社法 8条，中部

国際空港株式会社法9条，民間都市環発の推進に関する特関措置法5条など)，

「貸付金については，利息を免除し，又は通常の条件より公庫に有利な条件を隠

することができるJという規定(国民生活金融公産法22条の 2第 3項，中小企

業金融公庫法25条 3項)，政府の債務保証を認める規定(中部国際空語株式会社

法 8条，民間都市開発む推進に関する特別措置法ヨ条，中小企業金融公庫法25

条の 3など〉が存する。

舗 もっとも，よく知られているとおり，暫例は二分論を採用していると解する

べきではないという有力な見解が古くからあった。棟居快行・人権論の新構成メ

- 40 (371)一
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は， r国民経済の円満な発展や社会公共の便宜の促進，経済的弱者の保護等

の社会政策及び経済政策Jω すなわち積極目的に属する活動であり，これ

による営業の自由の制約も，判棋の採用する「目的達成のために必要かっ

合理的な範囲にとどまる限り，許されるべきであってJlli，r立法震がその

裁量権を逸脱し，当該法的規制措置が著しく不合理であることの明白であ

る場合に摂って」ぬ違憲となるという合理性の基準，明白性の原期によれ

ば，簡単に認め§れることになりそうであるG

しかし，かくも簡単に合憲性を認めてしまうのほ，憲法が営業の自由を

人権として保聾している意義，とりわけ「機会平等の契機戸が十分に活か

されていないように感じられる O また，おそらく辻同様の問題意識から，

論者の中には，二分論そむもの，また積極目的規載における合理性の基準

や明自性む原則といった援やかな審査基準の当否を批判的に再検討する者

がいる語録。これらの議論も含め，判例理論む検討を行う必要があるが，こ

こではそこまで行う紙幅も能力もないので，次の 2点だけを指摘する O

第一辻，侵害の程度に応じて侵害行為の正当化に要求される水準は高く

なるという点であるG 判例の採用する合理註の基準，明白性の原期を前提

としても，その適用段欝では，規事Ijの強さに応じてそれを正当化するため

の理由も強いものが要求されるべきでないか。かかる視点は，許可等の法

、(信出社， 1992年)215頁以下(初出1985年〉。またいわゆる森林法違憲判決に

よって，経務的自由の分野全体における二分論が崩れたと解する見解もあるの

も周知のとおりで応る。

純子~J集26巻 2 号591頁0

c24事璃集26巻 9号591夏。

鵠璃集26巻 9号592貰。

締 棟居決行・諒掲注鱒265頁。また参類、，丹宗暁信=伊従寛・経済法結論〈青林

書院， 1999年) 178~ 9頁。

幹事 阪本昌成・憲法理論m(或文堂， 1995年)234~ 7頁。
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的規制ではなく，政府の競合する事業により同業他社が受ける事実上の侵

害を論じる擦にはとりわけ意義を有する。政府の事業iこより再業他社の営

業の存続が菌難になる場合には，かかる政婿の事業は憲法違反になる可能

珪が高まることになる憾。もっとも，現在の財政投融資制度において，郵

便局や政策金融機関と民間金融機関との関係，年金資金運用基金や厚生年

金事業振興毘の運営する厚生福祉施設と民間施設との関係が， (当時)権利

侵害を問題としうる状態を生じているの、た〉とまではいえないだろう民

また，一殻論としても，既存の金業が政府の競合する事業により損害を受

側 西陣ネクタイ訴訟最高裁判決〈最三小朝平成 2年 2月 8日訟月36巻12号2242

真)につながる， 1980年代の生糸についての価格安定政策及び一元輪入髄震に

よって結ネクタイ生地製造業者の受けた「破誠」的な損害につき， I営業の自由

を憲法の認める隈度を越えて侵害したと解さるべきJとする阿部泰窪の指摘が

参考になる O 阿部泰隆「農畜産物錨格の法的備面j ジュリスト735号 0981年〉

34頁以下。比例原則とり関係で参罵，青梅幸一「基本権む侵害と比例京別」芦

部還震・憲法訴訟と人権の理論(有斐寵， 1985年)599頁以下む627頁，高木光

「比例票前の実定化一一「警察法j と憲法の関係につLミてむ覚書j芦部古稀・

現代立憲主義の展開下(有斐閣， 1993年)209頁以下。

翰 しかし，悟別に検討すれば，違憲であると評しうる場合があるかもしれない。

たとえば，次のような記事があったo Iかんぼの宿・和倉は， 1962年にオープン

し， 2000年 2月に改築のため取り壊された。しかし，和倉温泉旅館協毘組合か

ら F巨額を投じての改築は民業圧迫であり，死活問題j と反発を受けて改築を

断念し，空き地となっている」読売新開2004年12月11司朝干1J35面(石川版〉。も

し改築を断行した結果，他の温泉旅館の経営が悪化し部産にまで至るようなこ

とになったとすれば，競合業者が「被誠」的な損害を受けたといえ，営業む昌

吉を侵害したといえると解されないだろうか。もちろん， Iかんぼの宥」の存在

が必ずしも競合業者の営業の自自を浸害するというわけではない。たとえば，

「かんぽの信三旗Jについて「地元の旅館組合に加盟し，累外への PRなど観

光振興に協力してきたとの見方もあj り，地元の商工鐘光課長は「かんぽむ宿

があることが観光地である証左になるJと言い， Iかんぼの宥がなくなったら，

誼泉告はもっと寂れるでしょうね。今のまま続いて迂しLリというのが「地元

の思いだJとする記事もある。朝日新関2003年11月 5日朝刊28麗〔島根版)。な

お B本郵政公社は，収支率が 9害j未溝の11のかんぼの宿を2005年度中に麗止

し，その他の赤字施設 (35のかんぽ必需と 4のレクリエーション施設)につい

ても収支状況が2004年度並みだった場合辻2006年度中に処理することとなっメ
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ける場合ならともかく，新規参入しようとする企業がそれを盟止されてい

る状態をもって営業の自由む侵害を争うのは，損害を可視化しづらい点で

密難を伴うことは否めな~ ¥0 

@競合他社の営業の自由との関採(2)一一護極目的の内容について 第

二は，積極目的の内容を仔掘に検討する必要があるのではなLゆ瓦という点

である。積極目的といっても， I国民経済の円講な発展や社会公共の梗宣

の促進j と「経済的弱者の保護j とではその内容は異なるのではないか。

罵JII千里によれば， I積極的規制については，経済理論の分類を踏まえて，

効率性の確保に関する『経済的規制~(効率志向型規制〉と社会的弱者の保護，

公平の実現等に関する『価寵実現型規棋~ (憲法理論でいう護極的規制の一部)

の 2つに分類して考察する」ことができる織。前者はさらに独占禁止法に

よる一般的な規制と，個別む産業規鶴とに分けられる。個却の産業規制と

は「市場の失敗J，こ対する是正の場合を意味し，異体的に誌，①外部性

(大気汚染，公害)，②公共財〈消防，警察，福祉サービス)，③費尾逓減産業

(電力・ガス・水道事業入④情報の不完全註という 4つの場合が挙げられる叱

ここにいう「経済的規制」を政府が行うべき理由は，憲法特例や憲法学

¥当た。 B本経済新開2005年 g月 2百朝刊 1面。

締 罵μi千里「規制援和と憲法の経済活動の自由j駿河台法学8巻 1号(1994年)

1頁以下の17頁。

締 嘉J!I.前掲注鍛17，.....，23頁。これに対し，古域誠辻，経務活動に対する政府の

規制を，規割目的ではなく規制の性格〈市場車引を申~~長するのか弊害を直接規

制するのか〉に着自して，大きく「経、済的競輯jと「社会的規範jとの二つに

そして蕗者を「経済上のパフォーマンスを改善するための規制j と「社会政策

上の規制J~こ分類するG 古域誠「公告規事j と法j 岩波講座現代の法 8 政

府と企業〈岩波書底， 1997年)103頁以下，同「公的規制と市場原理J公誌研究

60号 (1998年)109頁以下。馬JIIのいう「経済的規範Jが「経済上のパフォーマ

ンスを改善するためむ規制jに「価値実現型規制Jが f社会政策上の規制」に

おおむね対応するo r社会的規制jは交通規制，危険物規制といった靖極巨的規

制む典型と重なるが，環境規制といった積極昌的規制と位置づけられるものもノ
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説が積極目的規制の根拠として掲げる「福祉富家的理想」閥でイメージして

いるもの，すなわち「経済的劣位に立つ者に対する適切な保護」倣， r社会

的・経済的弱者〔の〕保護」翻からはズレる(これらを榎拠とした規制は罵)11

のカテゴリーに従えば「部植実現型規制JIこ当たる。もっとも，③のうち「福祉サー

ビス」は， r福祉国家的理想J，r錨鐘実現型規割jとしての位置づけも可能である点

には注意が必要である。この点辻後述する)。仮に積極昌的規制が社会的・経済

的弱者保護という実体的理由ゆえ容易に認められるべきなのだとしても，

その論拠はここでいう「経済的規制」に辻該当しなL三。それゆえ，ここで

いう f経済的規制」には，積極目的規制に舟いられる緩やかな審査方法と

誌異なる審査方法を採ることも考えられるだろう O

もっとも，上述の個別の産業規制で挙げられる四つのカテゴワーのう

ち，①を理由とする〈たとえば大気汚染や公害を隷去しまたはその発生を予防す

るための)規制は，憲法判例の理解からも消極目的規制に笠置づけられる O

また，④を理由とする〈たとえば高品や役務の舟容について泊費者による誤認を

予拐しまたそれにより消費者が受ける不和益を鎗去するための)規制もまた， r消

費者の利益jの理解の仕方によるが指極目的規制に位置づけることができ

、含む。なお，吉城は，経法活動に対する公的規制(広義)む下に，まず「規制」

〈狭義〉と「給付」に分け，薦者を上述の「経接的規制」と「社会的規制j との

二つに分類する O このような晃方を進めるならば，そもそも「給付」の活動は

諮極目的・讃極目的二分論の射程外であるともいえるかもしれなL、。この点，

罵)fIの分類は，個別の産業規制の内容から察するに， r規事UJと「給付」との区

別を行っていな~\。本稿でも，以下ではこの点の区別を行わずに議論を行う G

すなわち，給付行政についても「経済的規制jの語を用いる。

部~ 1詩集26巻 2号591頁。宮津俊義(芦部信喜補訂)・全訂日本冨憲法(1978年)

255頁，芦部信喜(高構和之補訂〉・憲法〈第 3版>(岩波書窟， 2002年)205真，

野中俊彦=中村睦男=高橋和之=高見勝利・憲法 1<第 3版)(有斐麗， 2001年)

434頁等を参照。

鶴市j集26巻 9号591頁G

aö~ 芦部・荷揚注織205頁。
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ょう O

競合地社の営業の自由との関捺で問題となるのは②③であるG これらの

事項に政府が(規制ではなく事業を行う，すなわち給付と~，う形であるが)関与

するのは，これらを私人の自由な活動にゆだねるとサービスがまったく提

供されなl'から，または不完全，不適切なかたちでしか提供されないか§

である。しかし，これるの点について致府が行う判断の正しさは昌明のも

のでない。実際，費用逓減産業に関して， I技術革新等により市場メカニズ

ムの働く余地は生ずるj ことが指摘されるところである叱社会事清の変

化で当初の立法事実が失われる可能性があるのであるG それゆえ，これら

の事項について，みずから営業することを望む私人(多くは新規参入を目指

す企業になるだろう)が営業の自由を主張して訴訟を提起した場合に裁判

所は，少なくとも立法事実を含めて， Iこれらを私人の自由な活動にゆだね

るとサービスがまったく提供されない，または不完全，不適切なかたちで

しか提供されなLリという点を政府に説明させ，消極目的の場合と同議iこ，

やや立ち入った審査を行うことも可能でiまないか。

もっとも，福祉サーどスや医療・教青サービス誌， 日本国憲法が社会国

家的請求権として生存権や教育を受ける権利を定めているがゆえに，政府

が事業としてみずから給付を行うことが求められているともいえる O これ

ら諸権利の性費や内容についても更なる考察が必要であるが悶，このよう

な説明が可能なのであれば，福祉サーどスや医療・教育サービスについて

誌，競合他社の営業の自由との関諒でも緩やかな基準で政府活動の合憲性

線馬JII-前掲注鵠19頁。

腕 「健康で文化的な最抵限度の生活を営む権利」ゃ f教育を受ける権利jの実現

が政府の(抽象的か具体的かは議論の余地があるものの)義務であることは明

らかで‘あるが，それらの実現のために政府がみずから給付を宥うべきであると

まで言えるかはなお検討が必要であるo r教育を受ける権利jを実現するにあノ

- 45 (366)一



近畿大学法学第54巻第 3号

が認められることになるであろう慨。

@ 競合他社の営業の自由との関孫(3ト-財政投融資と営業の自由 そ

こで，対政投融資の呂的について検討すると，抽象的に辻， rその資金をも

って国，地方公共団体又は特別の法律により設立された法人に対して確実

かっ有利な運毘となる融資を行うことにより，公共の和益の増進に寄与す

ることJ(財政融資資金法 1条)ということになる G それでは， r公共の利益

の増進」とは具体的には何か。これが擾昧なむであるが，財務省理財昂が

出している『財政投融資リポート2006Jが， r有慣資金である財政投融資

資金の活用に麟染むと考えられる分野Jとして，①社会資本などの提供，

②金融市場の補完，③外部経済等への対応を挙げているけ部 1)のが参

考になる O これら iまL、ずれも，上に見た「経済的規制Jに当たる倒。そう

である以上，財政投融資の対象事業が民間で誌できないことであるのか検

討を行う必要があるだろう O 同じことは， r入口jの郵便貯金・篇易保設に

ついてもいえる。蔀便貯金は「簡易で確実jであること，簡易保険法「龍

易に利用できる」点で公社に行わせる意義があると解されるが(日本露政公

、たって，政厨が直接iこ学校を運営する方法によることも可能であるし，私立学

校に致府が補劫金を与える方法によることも可能であるし，受給者たる学生・

生徒・児童に奨学金や橋助金を与えて学校を選択させる方法によることも可能

である，ともいえそうである。古誠・前掲注鵠「公的規制と市場原理」の119

'"'-' 2 0頁. 130頁注ao)o
側 赤坂正浩は， I富家による適窃な供給がおこなわれないことが，人権浸害行為

と解釈されるような封は，公共経済学にいう『純粋公共財』に限定されない。た

とえば，医療・教育サービスなどは，関禽や一般道蕗のように F非排地性』と

F非競合性』をもっ財とはいえないが，それらの提供から国家が全面撤退すれ

ば， 日本国憲法の下で誌それもやはり人権侵害行為と評価されることになるだ

ろう」と述べる。同「憲法からみる“公共サービスの民間委託つ法学セミナ-

619号 (2006年)17頁以下の20頁。

側 F財政投融資 1)ポーはの当該箇所を見ると， I致府活動の対象分野j として

f中小企業対策」の項目が挙がっている O ここからは，財政投融資が，馬}IIの分

類でいう「価値実現型」すなわち「狭義の積極目的」ともいいうる自的を有しノ
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社法 l条)，歴史的には，冨民に少額の貯蓄，保険を気軽に利用させる，と

いう目的があったと言われる叱そうであるなら，これも金融市場の播完，

すなわち上でみた「経済的規制j として位置づけられるだろう O

このように財政投融資の目的が「経済的規制jであるならば，その薦提

となる社会的事実む存否が問題となる O こむ点，政策金融機関の活動の中

には，摂拠の怪しいものがあるo 2002年s月2日iこ経済財政諮問会議へ提

出された「民間金融機関アンケート結果j織によれば， nまとんどの回答が，

政策金融機関の存在によって寂益機会を奪われている場合があるとしJ，

f具体的な事椀としては，政策金融機関による市場実勢に基づかない融資

条件〈低金利など)の提示の結果，明示・培黙的に案件を横取りされたケー

スなどが多く寄せられた」。致策金融機関の存在意義として指摘される諸

事実についても，当たらないとの惑想が寄せられ，たとえば「長期・国定

金利の資金供給は民間のみでは不十分jとの認識に対して， if昔り手のニー

ズそのものについて 一定の理解を示しつつも，否定的な惑懇が寄せら

れJ，民間金融機関みずから「長期・居定金利の資金供給に対する襲極的

な姿勢が見られj るとする O また「大きなリスク・外部性等の存在する案

、ているかの印象を受ける。しかし， I員間金融市場においては，低利かっ長期・

冨定金利の資金を謂達することが密難な場合があります。一方，大規模で，か

っ，投資採算が取れるまでの予定窮間(棲妊期間)が長い事業では，長期固定

の資金に対する需要は根強いものがあります。また，意欲ある中小企業や，技

衡を持ったベンチャー企業などが，十分な資金を確保できると誌限りませんj

とある。中小企業が民間金融甫場で十分な資金を確保できれば詞題ない以上，

民間金融市場の補完が呂的だといえるo 同じことは， r財政投融資リポート』に

はないが，住宅金融公庫(註宅貸付)や独立行政法人B本学生支援機構〈学資

貸与等〉にもいえる。

立時 参照，宮脇草・財政投融資の改革 (1995年，東洋経済新報社)58頁。

職経済財政諮問会議の HP<http://www.keizai-shimon.go.jp/minutes/2002/ 

0802jagenda.html)で見ることができる O 読売新毘2002年8月3日朝刊 g面も

参照。
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件については民間のみでは対誌でき江Lリとの認識に対しても，確かにプ

ロジェクト関係，発展途上菌向けの案件は当たっているが，環境関連，社

会福桂関連，中小企業向低金利融資商品，教育ヨーン等については， I民題

金融機関は現状でも対応できていると考えているj と反論する O これら民

間金融機関の主張が正しければ，政策金融機関の諸活動を通じて f経務的

規制」を行う論拠を政府は失うことになろう O

郵便貯金，龍易保険もまた，民罰金融機関の主張に従うならば，金融市

場の補完の意義を失ったと解される。 2005年 3月に当時の全自室長行協会会

長が「民罰金融機関のサービス提供のネットワークが充実している現在，

少額貯蓄手段を国営会社が提供する意義はな Lリと述べているからであ

る織。

もっとも，仮に「経済的規制j という目的がもはや適切ではないとして

も，政府が別の自的を提出して正当化を図る可能性が為る G すでに，郵便

貯金と簡易保険に関しては，その目的として以前より「過疎地や高コスト

のサービス利用者〔の〕保護j般の必要性が挙げられており，この主張は郵

政民営化に反対する論拠と重なる G これは馬JIIのいう「鍾値実現型J，すな

わち狭義の積極自的に位置づけられるものであるG 再ーの規昔日が時間の経

過iこ伴いそむ目的を変化させることを否定しないのであれば(ju¥l財政投融

鋤朝5新聞2005年 3Jj26日朝刊 4面。寵易保険に関しても， 2004年 1月より薪

型第易保険の販売を姶めたが，この「定期付き終身保険Jは民間の生命保険で

保存契約件数の 4分の lを占める主力商品であり，日本の生命保険業界のみな

らず，アメリカ政府からも批判が強L、という。読売新開2003年11月 7日夕刊 2

語， 11月15日朝刊 3面(社説)， 2004年 1月 8日朝刊10麗，朝日新聞2004年 8月

初日朝刊 1面。

制古城・前掲注鋪「公的規制と甫場原理」の108頁

鋤 公衆浴場規制の呂的が変化していることがしばしば指揺される O 参摂，最大

半G昭和初年 1月268牙u集号巻 l号89夏，最判平成元年 3丹 7日判時1308号111

頁。
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財政投融資の憲法学的一考察(二)

資に伴う競合他社の規制も，その目的を「経済的規範」目的から狭義の積

極目的へと変化させることにより目的む適現さを回復することができるか

もしれな~'0 しかし，このように目的を変化させるのであれば，政府はそ

のことを暁言しなければならないし，また，新たな目的で競合他社の規制

を正当化できるか，改めて説明しなければならなL、。

(4) 客観的法としての営業の自由 第三に「経済秩序について F民題で

できることは民間に在せるべし』という客観的な要請があるJという考え

方を検討するo (3)で検討したように，競合他社の権利の視点から考える

と，規制による侵害がよほど大きくなければ権利侵害として裁判上の救済

を年えることは難しいのであれば，憲法論ができるのは，致治過程におけ

る議論の中で，ということになると考える矢この場面を念頭に置いたと

きに， (ある時点で主観的な権利に還元しつくされないという意味で)もっぱら客

観 主観的権利としての営業の自由の関連で挙げ§れる二分論や合理性の基準，

明色性の原則という枠組みは，違憲審査の基準であり，裁判所が合憲牲を判臨

することを念頭iこ童いている。しかし，合憲性の判断は国会や内閣，すなわち

政治部門，政治過程においても行うことができる。筆者は，漠黙とではあるが，

裁判過程における合憲性の判断と政治過程における合憲性の判断は必ずしも一

致しないし，一致する必要iまないと考えているD たとえば，経済的自由の規割

立法の合憲性の判顕に関して，裁判所む審査基準が精神的自由の場合iこ比して

譲やかになる論拠として「政策問題と奇法の能力J(芦部告喜・憲法学E 人権

総論〔有斐閣， 1994年)219頁)が挙げられるところ，この論拠は致治蔀門が合

憲性の議論を行う場合には該当しないであろう G 裁判所の合憲性事j萄?との関係

で(裁判規範として)r政策論」と言われる議論の中に，政治過程において〈ー

謹の行為規範として)はなお憲法論として論じることのできるものが含まれて

いるとは考えられないか。政治過程における議論において，かかる意味での憲

法的観点を取り入れることができると考えられるo r裁判的統制の不舗を補う

ためにも，致治的統制の重要性が認識されるべき」でおる〈木村琢藍「予算・

会計改革に向けた法的論点の整理J会計検査研究29号 (2004年)51頁以下の53
-夏)ならば，この場匿を念頭に置いて実体的な憲法論を行うことにも意味があ

ると考えるc
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近畿大学法学第54巻第 3号

観的な法としての営業の自由を語ることも意味があるのではないか。以下

ではそのような意識から上記の考え方を検討する O

憲法上，仁経済秩序について F民揮でできること辻氏問に託せるべし』

という客観的な要講」すなわち「補完性の原則jがあるといえるか。この

点， I経済制震に関する規定をほとんど有しない呂本題憲法の特定の秩序

への決定を読み込むことには困難があるjとも言われる叱確かに，日本国

憲法は特定の経第秩序を明記しているわけではなく，他の可能性を排除す

るという意味で日韓定のj秩序への決定jを見出すのは国難かもしれな

~ '0しかし， Iなんでもありj というわけでもないだろう o B本国憲法は，

憲法22条で職業選択の自由〈そこから営業の自由)を，憲法29条で財産権を

認めており， r通説は，資本主義的経済体制を念頭におき，社会主義ないし

共産主義体訴を実現することは法的に不可能と解している」のである倒。

需題は，ここでいう「資本主義的経済体制」の具体的舟容であるo I資本

主義的経済体制j といっても， I基幹産業の冨有化・社会化」を含みう

る(l0相当に幅の広いものだからである O しかし，この広い範囲の中で具

体的にいかなる秩序を選択するかが完全に立法者の裁量に委ねられるのか

といえば，そうではないと考える O

この点，興味深いのが棟居決行の「見えない憲法」という議論である O 棟

居によれば，司本国憲法は， I見えない憲法jの第ーとして「競争制限的

な社会経済秩序jを採居してきたが， I施行後に積極規制というような霞ヶ

織 角松生史「行致事務事業の民営化J芝池義一=小早川元郎=宇賀克也編・行

政法の争点く第3抜)(有斐麗， 2004年)152頁以下の153頁。またそこでも引用

される，石)11建治「営業の自由とその規制j高講和之=大石員編・憲法の争点

く第3販)(有斐麗， 1999年)128頁以下の129頁も参燕。

締佐藤・前掲注鵠566頁。

部草 野中ほか・注部$443夏。
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封政投融資の憲法学的一考察(二〉

関宮援を後押しする学説・判例が加わり，ある意味で冨家主義的ないし社

会主義的な解釈を受けてきたにすぎないjのであり， Iその理念において

は，日本国憲法自身が，実はもともとはグローパル・スタンダードを先取

りした内容を有していると言うこともできるムここにいう「グローバル・

スタンダード」とは， I経済的自由，自由競争，小さな致府，機会の平等一一

こういった市場のんール，およびその具体的内容を決めるためり議会耕民

主主義などを規定する憲法がそれである」叱

このような議論を諮まえれば，吾本冨憲法下では，憲法22条で職業選択

の自由〈そこから営業の自由〉を，憲法29条で財産権を認めており，逆にド

イツ基本法に克られるような土地や生産手段の社会化を積極的に認める条

項は存在しない以上，あくまで原則辻車場の自由に委ねる自由主義的な経

済秩序であり， I国有化・社会化」を含む政府による経務秩序への関王子に

は担当の理由づけが必要である，という枠組みになるのではないか。

もっとも，ここでの「理由Jとして，市場の失敗の場合のみが認められ，

社会的・経済的弱者の救済という狭義の積極目的は認められない一一この

ように解すれば f民詣でできることは民間に在せるべし」という強い要請

があるということになる一ーとまで言いうるかはさらなる考察が必要で、あ

る側鶴。本語では，さしあたり，狭義の積極目的に基づく政府の経済秩序へ

の介入を認める，すなわち，憲法上は補完性の原則があるとまではいえな

働 諌居快行「日本的秩序と F見えない憲法』の可視化j紙谷雅子編・日本昌憲

法を読み直す〈日本経済新龍社， 2000年)65頁以下の72""'3，79""'80真。

帥参照，磯部力「行政主体の経済活動j公法研究44号(1982年)237頁以下。

的 「営業の自由=自由競争という公序Jであり，カルテルなど私人による競争制

課をも憲法は禁止しているとの理解にまで行くべきかについては，それが私人

の契約の自由を制緩し，競争を放棄する喜由を否定することとなる以上， t真重

な検討が必要であるO しかし，この弘人による競争観援と，国家による競争制

限と辻同一に扱うべきでなL、。
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い，としておく粍しかし，このように解しても，政府は，経済秩序に介

入する目的の内容とその正当性，そしてその目的を実現するための手段の

合理性を説明する義務を負うといえる O かかる政府の説明り当否を議論す

ること詰まさに憲法論である。こむようなかたちで，政治過程で憲法論を

行うことができるし，またそうすべきであると考える叱

財政投融資の場合は，上述の(3)④⑤で考察したような呂的の明確化と，

現在の経済社会情勢の中における目的の正当性を追究しなければならない

だろう O それらが不十分なものにとどまるならば， I出口」システムを形作

る個別の投融資の内容について，あるいは「入口」システムである郵便貯

金，簡易保険について，政治過程iこおいて違憲であると主張しうる余地が

出てくるように患われる。

なお，法律レベルでは， I国の事務・事業は，官民の役割分担の適正北

の視点から，行政改革委員会の『行政関与の在。方に関する基準Jを基本

とし，民間でできるものは民間にゆだねる，市場京理と自己責在原則に

のっとり，民間活動の補完に徹する，との基本的な考え方をとるべきであ

るJとする行致改革会議最終報告以降の流れの中で，特殊法人改革の文採

でも補完性の原期が採用されていると解することができる O 特殊法人等改

革基本法 3条が次のように定めるからである。

脚 注倒及びその本文を参頭。なお，近年の行政法学説の中には， i補完性票期」

を一般原則のーっとして承認するものがある。大橋洋一・行政法く第 2穎)C有

斐閣， 2004年)44頁，宇費克也・行政法概説 1<第 2版)C有斐麗， 2006年〉

101---3頁。もっとも，これらの学説が， i補完性原期jを憲法上の要請として

提えるのか否か，また「諦完性原則jが本稿でいうところの「強いj ものなの

か否かまでは定かでな ~'o 公権力の行使は行致が行うべきであるという伝統的

な立場からこれらの行政法学説を批判するものとして，金井利之=榊原秀訓=

下井康史=宮脇淳=人見離 iC座談会〉百本における NPMと行政法学の課題j

法律時報78巻 9号 (2006年) 3頁以下の16頁〔榊原秀言n発言〕。
a1~ 参照、，松下満雄・経済法擁説く第 4版)(東京大学出販会， 2006年)304---5 

頁。
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財政設融資の憲法学的一考察〈二)

特殊法人等む改革は，特殊法人等の事業が現在及び将来にわたる国民の負担

又は法律iこより与えられた事業独出等の脅別の地位に基づいて実蒐されている

ことにかんがみ，各特殊法人等の組織及び事業について，その事業の本来の目

的の達成の謹震，その事業を民間にゆだねることの適否，その事業の便益を直

接又は間接に受ける国民の範冨及び当該便益の内容の妥当性，その事業に要す

る費用と当該事業により国民が受ける便益との比較等の観点から，内外の社会

経済情勢の変イヒを踏まえた抜本的な見直しを行い，国の事業とむ関連において

合理的かっ適切な位置付けを与えることを基本として行われるものとする。

四つの例示的な考慮事項のーっとしてではあるが， Iその事業を民語にゆ

だねることの適否」が明示されているのは，補完性の原期の採用を匂わせ

ているとはいえないか倒。

また，平成立年改正における国会審議においては，明告かに補完性の原

期に触れていた。財投対象機関の資金を財投債で賄うか否かの基準として

打ち出された三要件の一つは， I民業補完のために必要なのかjであったか

らである O

斡 「その事業を民間にゆだねることの適否」の意味については明確でない。石原

行政改革担当大臣〈当時〉は「事業の採算性というものがまだまだ高い，かっ

国の関与というものはどうも時代の変化によってもう必要ないんじゃないかと

いう法人jにつき， r今の特殊法人という組識形態よりも，委員が先ほど来翻指

揺されたように，民隠的な企業経営的な感覚を持って事業をやった方がより効

率的にこの施策というものを継続実施できる，あるいは民関でももう既に同じ

ようなことをやっていて，民間もこんなことをやっているぞというような法人

についてはJr原則民営化するj と述べているところである〈平或13年 6足19日

参議院内盟委員会議録18号 7頁)。また，特殊法人等改革基本法む立案に合わ

せて閣議決定された f行政改革大鱗J(平成12年12月1日露議決定)の中で辻，

個別の事業の見直しの基準として， r民聞において類似の事業が現に行われ，又

は民間と競合しているものjという項目が挙げられている (11(1)イ約吋))。両

者を含めて，参照，前田珠美「特殊法人等改革基本法jジュワスト1209号 (2001

年)41頁以下。
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したがって，今後の財政投融資制度の運用において泣，少なくとも「出

口jの投融資につき，対象事業の民業補完性が糖査されなければならず，

この要件を溝たしていないときには少なくとも違法の問題が生じると解さ

れる鵠。

三経済的自由〔ニ〕一一国畏との関孫

財政投融資事j度は，国民から預かった資産を運用するという偲面がある

以上，二つの点で， 00民の財産権との爵係で湾題となりうる O

第一に，少なくとも郵便貯金や簡易生命保換を通じて任意に預けられた

金銭については，約定の利子を付しての払戻しゃ保険金の支払いをしなけ

ればならないが，それが不可能となれば，国民の「現に有する財産権」の

侵害となる可能性が考えられる。かかる事態を防ぐために，蔀便貯金資金

や笛易生命探険資金の運用には安全性が要求され，財投債の発行を通じ

て，国民から産接，あるいは郵便貯金資金や第易生命保険資金を通じて間

接iこ資金が流れ込む郷財政融資資金にも「確実Eつ有利な方法で運用する

ことJ(財政融資資金法 1条〉が求められるとはいえないか。このように，国

駒 平成18年6月2日iこ， I競争の導入による公共サービスの改革に関する法律j

(いわゆる「公共サービス改革法)が公布され 7月7自から施行された。語法

は，震や地方公共毘体が実施してきた公共サービスを，官民競争入札又は民題

競争入札に付することで，公共サービスの質の維持向上及び経費の削誠を留る

ものであるが，その趣旨にも， Iその実施を民間が担うことができるものは民間

にゆだねる観点jがあげられている(局法 l条〉。

~7$ 平成12年の改正前期四条で，郵便貯金及び年金積立金の預託の麗止に伴う経

過措量として「資金運用部の既往の貸付けの継続にかかわる資金繰り及び市場

iこ与える影響に配嘉して，所要の措童を講ずるものとする」とされ，この経過

措量の内容につき1999年12月に大蔵省・蕗政省・厚生省の罷で次のような合意

が行われた。財経詳報2220号 (2000年)27真。

「財政投融資髄度の改革の実施に伴う経過措量について

1 平成13年度以降の 7年間における措置
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財政投融資の憲法学的一考察(二)

民の財産権の観点から財政投融資における資金運用の在り方を問題とする

ことが憲法論として考えられる弱。しかし，少なくとも郵便貯金資金や筒

、、 ヨ〉郵便貯金資金において，年金資金とともに，資金運用部の既往の

貸付けを継続するために必要な財投漬の引受け。

② 黙投債の市中発行額lま，当初，特iこ市場に与える彰響に臣慮、。そ

のため，上記eの地に発行する新規財投震について辻，郵便貯金資

金において，年金資金とともに，概ね 2分の l程度について引受

けg 漸次，その割合を低下。

③語易生命保設覆立金についても，財政投融資計画の中で簡易生命

保挨種立金がこれまで果たしてきた役割を踏まえ，相症の財投債を

ヲi受け。

2 各年度の具体的な引受額は，斎場の博勢や郵便貯金資金，年金資金

及び慰政投融資の事情等を詰まえ調整。細部については事務的に整

理。j

その後，表 9のように， 18兆円から33兆円と，車中消化される金額を上回る

額の財投漬が経過措童として郵便貯金資金，年金資金，簡易生命探険資金に

よって引き受けられているD

表号 財投置の;青化方式部内訳 出所:財政設融資レポート2005

(単註億円)

経過措置
吉中

区 分 郵覆貯金
年金資金

霞易生命
小計 演イヒ

合計
資 金 等 保投資金

平成13年度(実績〉 178，349 118，599 35，837 332，785 104，820 437，605 
平成14年度(実讃〉 135，691 66，889 30，952 233，532 84，507 318，039 
平成15年度(実語) 99，504 56，432 29，364 185，300 99，588 284，888 
平或16年度(実議〉 196，788 74，883 23，936 295，607 105，269 400，876 
平或17年度(予定〉 123，000 52，000 18，000 193，000 120，000 313，000 

(平或17年度発行財投積の年限別発行予定額〕

30年債 3，000 3，000 
20年債 300 3，000 3，300 12，000 15，300 

15年変動務付偉 7，000 7，000 
10年長 50，550 22，800 15，000 88，350 30，000 118，350 

10年債(物価連動) 3，000 3，000 
5年債 24，600 27，800 52，400 33，000 85，400 
2年債 47，850 1，100 48，950 32，000 80，950 I 

〈注)計数は，平成13-16年震については額面ベース，平成17年度については収入金ベースです。

的 財政投融資制度の繋明期，大義省預金部資金による金融債の引受けを求めて

いた全国銀行協会に対して，預金部の改革(=資金運用部の創設〉を条件にこノ
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易生命保険資金に関しては，国民の財産権への配慮は資金運用の在り方を

考察するまでもなく充たされる仕組みとなっているo I郵便貯金として預

入された貯金の払戻し及びその貯金の利子の支払j及び f簡易生命保険契

約[……]に基づく保険金，年金等の支払に採る公社の債務」につき致府

の保註が定められている〈郵便貯金法 3条，簡易生命保険法 3条〉からである O

万一，これらの運用に失敗した場合には国の員担となる以上，財政投融資

における資金運用の在り方については，むしろ本節ーで検討した財政赤字

防止む観点、から考察を行うべきこととなる失

第二に，平成12年改正により，郵覆貯金及び年金覆立金の預託義務が廃

止されたため，これるの資金が市場に流れ込むことで市場へ不当な影響を

与える，具体的には，たとえば株価が政府の意思により上下する事惑を招

く場合に，富民の待らかの主観的権利，又は客観的法に抵触するのではな

いか， という問題がある。

、れを認める書簡を当時の総司令部の財政顧問であったドッジが出しているが，

そむ中に次の一節がある口「比較的小さな金額で預金や払込金から成立つ点か

ち見てこの資金[=預金部資金]は，多数の預金者及び保険加入者の安全を，

保証しこの保護を計るものである。この資金の運用について，これを規轄する

荷等かの原則があるとするならば，それは個々の資金の所有者の絶対的安全を

計るということである」。ドッジの書簡の内容については，澄毘ニ鈴木・前掲注

総344--6真。

錦 これに対し，年金資金の運用に関しては，それに失致したことによって年金

の給付水準が低下した場合，社会保験料として支払われた金銭との関諜で，園

長の爵産権浸害が論じられるかは，さらなる考察が必要となる O 参摂，西村健

一郎・社会保障法〈有斐閣， 2003年)45--6頁。平成12年改正に拝い，震立金

む運用は，年金資金運尼基金が行うこととされたが，年金資金運用基金法21条

l項は， I基金む役員，投資専門委員及び職員は，年金資金が厚生年金保険及び

冨畏年金の被謀険者から徴収された保険料の一部であり，かつ，将来の給討の

貴重な財源となるものであることに特に留意し，葉重かっ結心の詮意を払い，

全力を挙げてその職務を遂行しなければならないj と註意義務を定めていたO

年金資金運用基金を引き継いだ年金穫立金管理運沼独立行政法人についても，

年金讃立金管理運用独立行政法人法11条 1項に主語を繋いて同じ文言の定めが

ある O



財致投融資の憲法学的一考察〈二)

しかし，この問題を主観的権利の観点から一一あるいは，裁判による救

済を念頭に置いて一一考察することは相当の困難を伴う O いわゆる郵便貯

金目誠り訴訟錦が示したように，具体的な損害や国果関擦の認定の難しさ

もさることながら，影響が全国民的なものとなる以上，国家賠讃による救

済iこはそもそも麟染まなも坊主らである郷。

そこで，この問題弘政治過謹を通じた監督，矯正を昌指して，客観的

法の議点から論じる方が生産的であると考える。もっとも，そうは言って

も，実際の議論で使える憲法上の客観的法がどれほど存在しているのか。

しかし，本笥二で考察したのと再様に，次のような議論が憲法の議論とし

ても可能であろう O すなわち， 日本国憲法が採用している経済秩茅は，原

則として市場の自由に委ねる自由主義的なものであると解するならば，

「資本主義経済体制一一告白企業経済体制と呼んだほうがよい-ーの存

続発展にとって，資本市場すなわち証券市場が不可欠の重要なものであ

るj鍛以上，証券市場における存倍証券の自由な取引，流通を政府が害する

ことは許されなL、。ここでいう自由に，市場における錨格形成の自由も含

まれるとすれば，政前が大量に株式の売実を行うことにより価格形成を歪

めることは，かかる自由の侵害として憲法上も原期として禁止され，仮に

かかる行為を行う場合には政府の側に正当化を行うことが要請されるとは

いえないか。 r有鑑証券の発行及び金融商品等の取引等を公正にし，有鑑

証券の流通を円滑にするj ことは， r投資者の保護」のみならず「国民経

済の鍵全な発展」に資すると解される〈金融高品取引法 1条〉。それゆえ，か

僻 最判語手D57年 7月15日半日時1053号93頁。

~8@ 参照、，手島孝「判批j事l評251号 0980年)13頁以下。もちろん，政府が替定

企業の株を狙い打ちして乱高下させたような場合に，その企業なり株主なりが

訴訟を譲起して国家賠鐘を求めること辻可能であろう。

鰯 鈴木竹雄=河本一郎・証券取引法く新版>(有斐昆 1984年)10頁，河本一部

二大武泰南・証券取引法読本く第 6版>(有斐関， 2004年) 2頁。
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かる有悟証券等の公正な取引や円滑な流通の確保は，自出主義的な経済秩

序を採用した憲法下で辻，政府が憲法上，遵守すべき規範であるといえる

と考えられる叱

財政投融資との関連でいえば，平成立年改正特に国会での議論の中で，

市場へり影響を極小化するための工夫として，第一に，運用原則的法律へ

の明記，第二に，基本方針や当該年度の資金配分計画等を内容とする運用

計画の毎年度の審議会への諮問，第三に，運用計画のー毅への公表が挙げ

られた。また，より具体的に， r運用計画では，運用資産の儒格形成に支記

力を行使することなく，各運用資産の市場規模に配意した運用を行うこと

が一つございます。そして，鐘ざや稼ぎをねらって頻繁に市場で売買を仔

うことなく，まさに長期的，安定的に運用手法をとるということ等の考え

を示す」と答弁された失

政府が市場での資金運用を行わなければならない以上，政府に誌，ここ

で示された「各運用資産O)m場規模に配意した運用J，r長期的，安定的な

運用」という原則を守りつつ，それをきちんと国民に説明して政需は市場

における価格形成を歪曲していないとの信頼を薙保することが求められ

るG 透明性の確保はかかる文脈で理解するべきであるO なお，国会での議

論で誌触れられず，また参議院の付帯決議でも明記されていないが，年金

積立金の運用iこも同じことが求められる勝。また，郵便貯金に関して言え

働 有鑑証券の公正な取引や円滑な流通といった価値が，憲法上，私人も遵守す

べき公序と言えるかについては，カルテルなど私人による競争制限の問題と毘

様，慎重な検討が必要になるので本積で法判断を留保したい。注C7Dを参照。

鴎 平或12年 5月18吾参議院財政・金融委員会議録第18号17頁(前田正郵政致務

次官)0

(2ij 郵便貯金及び簡易保険の運用については，中期経営計画に関して， r市場に及

lます影響を少なくしつつ，確実で有利な運用となるように定めなければならな

~ 'J (B本郵政公社法24条 5項 6項)と定めるのに対し，年金資金の運用につ

いては詮鵠で触れた詮意義務の定めがある〈年金資金運用基金法21条 l項〉の

みで市場への影響に配慮することを求める明文の定め誌なL、。運用先についてノ



財政投融資の憲法学的一考察(二)

ば，民営イとすれば， ここで考察したような憲法上の困難な開題は毘避でき

るわけで，その意味では，民営化合メリットがあるといえる(もちろん，民

営化の結果，政飛の規制なしに豆額の郵優貯金が市場で自由に運用されることに伴

う弊害の生じる恐れがある。しかし，これは独占禁止法や金融商品寂引法の枠組み

の中で予防し解決することのできる問題であろう〉。

第二節手続的な観点から

冨会による議決

(1) 財政投融資計画の冨会議決をめぐって一一二重議決論の現状と批判

財政投融資をめぐる憲法の議論として，以前より行われてきたのが国会

による議決をめぐる問題である O

この開題を取り上げてきた論者の多くは，財政投融資計画(封政融資資金

の長期運用に対する特J]IJ措置に関する法律〔以下，長期運用法) 6条)を国会C議

決の対象とするべきであるとしてきた矢

しかし，政府はこの主張を認めておらず，財政投融資計画そのものを国

会の議決の対象とすることは実現していなL¥。その理由として，いわゆる

二重議決論織が挙げられる。二重議決論とは，財政投融資は多くの部分が

援に国会の議決の対象iこなっており，重ねて全体を議決の対象にすること

はできない，というものである O 密 1を克ながら整理する O 従来，致府保

、は郵便貯金資金及び簡易保険資金並びに年金資金ともに内容は異なるものの法

定されている(日本郵政公社法41条， 45条，年金資金運用基金法28条〉。もっと

も， 2001年の財政投融資リポートによれば，郵硬貯金，年金讃立金，寵易保険

積立金ともに「その運用に際しては，資金む公的性格およびその規模に鑑み，

あらゆる角度から安全確実かっ効率的な仕組みとし，ルール化して厳正に行う

ことが求められていますj とのことである。

鶴 吉田善明・現代憲法む構造〈勤草書嘉， 1979年)293--4夏，北野弘久 f財政

統制J法社34号 0982年)27頁以下の31真。参照，手島・前掲注(5)637--41頁。

鶴 二重議決論については，手島・前掲注(5)637--42頁など参摂。

- 59 (352) 
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* 1 一部は年金穫立金の資金確保事業や年金財源強化事業，寵保積立

金の資金運用事業によって，実量的に厚生省や蔀政省の自主運用と

されている。この自主運用の資金の一部は，指定単を通じて重接に

金融市場へ流れている(これらについては第一章第一節三鈎および

第二第二(3)を参黒)。

* 2 地方公共団体ごとに，予算の一部として議会の議決を受ける O
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財政投融資の資金の流れと予草
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財政投融資の憲法学的一考察〈二)

証震〈①〉については，一殻会計の予算総期に法人ごとの保証上限額が掲

げられ，産業投資特毘会計(③)についても， I産業投棄支出Jという項で

投資総額が掲げられてきたO 平成12年改正前の簡保資金や資金運用部資金

(③)については，簡易生命保険及び郵覆年金特別会計保設勘定「運用収入」

款中の「運用収入」の項，資金運用部持閉会計「資金運用収入」款中の

「運用和殖金収入」の項で，運用利益総額が計上されていた。また， I出口」

の対象機関に着目しても，特別会計(④〉について誌「借入金」の項で議

決の対象に含まれていたし，政府関孫機関〈⑤の一部)についても，予算に

添付される予算参照書中の資金計画などから期政投融資資金の流れを知る

ことができ，予算の議決を通じて間接的に統髄を行うことができた。

このように見れば，一応，財政投融資の資金の流れは国会の議決の対象

になっていると言えなくもな~'0確かに，中心となる平成12年改正前の簡

保資金や資金運用部資金(舎)に関しては，韓関会計予算に掲げられるの

は運用収入の総額にすぎず，運用額そのものは表に出ないため俄，どこに

いくら投融資するのかという肝心の部分はここでの議決の対象に含まれな

L 、。しかし，長期運用法の都定によって，昭和48年度以降は，対象機関ご

との運用額も， I運用の鶏聞が 5年以上にわたるもの」について「運用対

象豆分ごとに，予算をもって富会の議決を経なければならなLづとされ〈長

期運用法 2条 1項)，特別会計予算総員むこ掲げられるようになった。このこ

とで梧当程度，問題が解治しているともいえる O

なお，個別の部分ごとに冨会の議決の対象とする仕組みは平成12年改正

後も変わりがない〈図 1の下段)。変更点といえるのは，第一iこ，財政力の弱

い地方公共自体の資金確保のために龍保護立金と蔀梗貯金を重接，地方

公共団体に融資する仕組みが作られたことである(舎)が，この融資額に

も財政融資資金の長期運用予定額に欝係する規定が準用され(長期運用法 6

鶴吉田和男=小西砂千夫・転換期の財政投融資(有斐麗， 1996年)41---47頁
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条)，菌会の議決の対象となっている。第二に，財政融資資金は財政融資資

金特別会計が財投債を発行して運用資金を謁達することとなった〈⑤)た

め，財投債の限度額について「予算をもって，国会の議決を経なければな

らないJ(財政融資資金特周会計法11条 2項〉とされ，特別会計予算総期に掲

げられるようになった。このことは二つの点で、重要で、ある O 第ーに，財政

融資資金に対して， I入口Jo議決を通じて「出口J(③〉のコントロール

の強化につながる点である O 第二に，平成12年改正龍は，郵便貯金等が全

額預託であったため， I資金運用部資金等法受動的な資金が源泉であり全

体としては数量的規制iこなじみにく Lリ織という性賓があり，これが国会

の議決を阻む一つの理自とされていたところ，この改正により，信政融資

資金は「財政的資金の配分」の観点から政府が積極的に調達するものであ

るという位置づけが明確になったため，資金の流れについて国会の議決を

不要とする理由の一つがなくなったことである慨。

織 財政割度審議会「財政投融資計璽と国会の審議との関係についてむ報告J(昭

和48年 1月23日)。局報告は，福島=出口=石川・前掲注u3)12 0 '""-' 24頁に掲載さ

れている。また参照，吉田・前揚注~母306夏注弱。

織 郵便貯金及び簡易保険積立金については，宮本郵政公社が自主連毘をする

が，公社は，中期経営計彊iこ運用計画を定めて総務大臣の認可を受け〈日本郵

政公社法24条 I項 3項4号 5号)，年度経営計画を総務大臣に題け出〈同法25

条)，それぞれについて業績評価を受けることとなった〔民法26条， 27条)。ま

た，財務諸表を総務大臣に提出しその承認を受けなければならないが(同法30

条 1項)，これに添えて提出する事業報告書に運現実譲を記載することとされ

ている〈同法30条 4項)。また，年金積立金については，年金資金運用基金が自

主運用することとなったが，年金資金運用基金は，厚生労動大臣に提出する管

理運用方針に従って管理運用業務を行い(年金資金運用基金法27条)，毎年度，

予算や資金計画を作成し厚生労畿大臣の認可を受け(開法33条λ疑務諸表を厚

生労働大臣に提出することとなっていた〔民法35条〉。平成18年震から年金資金

運用基金を引き継いだ年金積立金管理運用独立行政法人比「年金穫立金の管

理及び運用の基本的な方針」を含む中期計画を作成して厚生労鶴大臣の認可を

受け〈年金襲立金管理運用独立行致法人法20条，独立行政法人通則法30条)，年

度許画を定めて草生労働大臣に届け出〈通則法31条)，各事業年震，中期目標のノ
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ともあれ，このように，財政投融資にかかる資金合流れについては，現

在でも相当程度は冨会の議決の対象となっているG これに対して，財政投

融資計画を国会の議決の対象とするべきであるとする主張は，次のような

批判に基づいている O 第ーには，現在でも未だなお国会の議決の対象と

なっていない事項があるとの批判である G たとえば，①五年未満の資金運

用が国会による議決む対象になっていない点，②「議決を得た金額の50%

の増額は，政府の自由な弾力的運用でなしうるj点，命政府関係機関以外

の特殊法人の予算について冨会による議決の対象となっていない点を問題

とする倒。もっとも，これ告はいずれも現在む財政投融資計画に含まれて

いるわけではないので，批判の趣旨としては，現状を前提にしたまま財政

投融資計彊を議決の対象にする，というものではなく，財政投融資計画に

5年未満の資金運用についても掲載する，弾力条項についてもこれを撤廃

するか発動に議会の議決を要求するといった，新たな制度設計に行き着

く織。批判の第二として，計画の全体性を重視すれば， r現状のように分解

してではなく一一それ自体として総合的・統一的・独立に国会の審議・議

決に付せらるべきである」働ところ，かかる視点が等爵視されている点が

指摘される。

、それぞれについて業績評倍を受ける(通民法32，34条〉。厚生労畿大臣は，事業

年度の業績評価iこ資するよう， r毎年度年金穫立金む運用が年金財政に与える

影響について境証しょ「厚生労働省の独立行致法人評価委員会に報告しなければ

ならないJ(年金積立金管理運用独立行政法人法28条1項)。また，毎年度，財務

諸表等を厚生労衝大臣iこ提出しその承認を受けなければならない(通期法38条〉。

鋤吉田・前掲注織286~ 7真。

郷 関連して，政策金融機関からの資金の配分先についても許画に記載すべきと

の提案も存在する。「一つは財政投融資計璽案〔全体としての〕をそれ自体とし

て議会の議決に付する。同計画案には第二次〔最終〕の資金の記分先をも詳細

に記載するj との主張であるD 北野弘久「財政統制J法社34号 (1982年)27頁

以下の31頁。

繊手島・前謁詮(5)641'"2頁。
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(2) 考察合一一憲法86条との関係 それでは，財政投融資許画は憲法上

の要請として国会の議決に付されなければならないといえるのか。可能性

のある根拠条文は憲法86条と憲法83条である。

はじめにラ憲法部条の「予算jに財政投融資計画も含まれるという解釈

について検討する。この解釈の可能性を示すのは手昌孝である。いわく，

B本国憲法の解釈論としても， 86条にいう“予算"に財政投融資計画をも加

えて理解すること誌決して不可能ではなかろう D 現在，“予算"概念が固有の歳

入歳出予算iこ罷定されているの誌，わが予算事j度の沿革と現「財政法」の予算

護念に由るものであって，何ら憲法論理的婦結でiまないからである(というこ

とは， r財政法」の改正によって予算概念の拡張は可能ということを意味する〉。

その際，財致資金の出資・貨討はすべて連邦議出予算に，また回収金等もすべ

て連芳歳入予算に計上される〔すなわち，予算標念がそこまで拡張されている〕

西ドイツの例など，比較法的に大いに参考となるのではなかろうか。なお，憲

法86条の“予算"の拡大解釈が「財政法」の改正を前提としており，それをま

たねば財政投融資計画の国会審議・議決をストレートに憲法上む要請と見るこ

とは匿難であるとしても，その場合でも，同計酉が“第二の予算"として強力

に機能している憲法現実から， 86条をこれに準用，ないしその精神をこれに及

ぼして結局司じ結論を導くことに，さしたる支障誌なさそうに思われる郷。

確かに， r予算jの内容は，一会計年度の菌の歳入及び歳出の見覆もり

にかかる準賠であるとの理解が通説的見解であるし鋤，ここでいう f歳入」

繊手島・前掲詮(5)642頁。

締 法学協会編・註解B本国憲法約(有斐閣， 1954年)1293頁，往藤・龍掲注胸

1123頁，樋口廷か・前掲注僻192頁〔浦部法穂執筆)，生藤・前掲注信事185頁。参

照，宮津・前掲詮部~722頁。
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「歳出jの内容も，財政法 2条の定義〈歳入，歳出とは， [""国の各般の需要を充

たすための支払の財源となるべき環金の寂納Jおよび「国の各殺の需要を充たすた

めの現金の支払jの一会昔年度の総計である)を持ち出して済ませることが多い

ように患われるのは手島の指摘する通りである。憲法上の「予算」の内容

について再検討する必要がある O その結果，財政資金の貸付や毘収金等に

ついても「予算Jに含めるべきであるとの解釈が導き出されるかもしれな

い。しかし， r計量的評価になじむ収入・支出について定期的な統制の制度

を設けることが重要で為るj織ところに予算の趣旨があるのであれば， r現

実・直譲の収入支出」織のみが予算の対象であり，財政資金の貸付や回収と

いった一時的な運用は「現実・直接の収入支出」でない以上，予算の対象

とする必要がないと解し， r資金は一般に歳入議出外現金と理解され予算

か§外されているj的と結論づけるのも， B常的な言語の使用法に照らせ

ば不合理であるとまではいえな~'0 

また， r予算j に含むべき収入支出は「計量的評倍になじむj ものでな

ければならない。それゆえ，平成12年改正前の資金運黒部資金は，郵痩貯

金，語易生命保険という，政府の能動的な許画や意患によって得るわけで

はない，受動的な資金を含んでいたので，計量的評舗になじまず，よって

「予算J~こも含まれない，との主張も一定の合理性があったと言えるO しか

し，この主張は，先にも触れたように，平成立年改正により，財政融資資

金は致府の能動的な財投債の発行によって資金を謂達するようになったの

で，今Bもはや成り立たなL、。

ともあれ， r予算jの内容を一会計年度の国の歳入及び議出の見積にかか

働大石員.8本国憲法(故送大学教育張興会， 2005年)138頁。

働 杉村・官官掲注(31)165頁。

働福島=山口=石川・前掲注総 8頁。また，護重博・財致法原論〔弘文堂，

1991年)286'"'"' 7頁。
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る準則であると捉える通説的見解はさしあたり合理性があると解される

し，かかる見解を前提とすれば，財政投融資計画が予算iこ董ちに含まれる

とまでは言えな~'0 

(3) 考察①一一憲法83条との爵係次に，憲法83条より財政投融資計画

は「国会の議決」が必要となるとの見解が存在する O 吉田善明によると，

〔貫主政投融資計画が〕計画であろうと，授権された政策であろうと，それを決

定してL、く過程は行政過程ではなく，立法過程であり，とくに，財政をともな

うものの計画とその実施辻，憲法83条でいう F国の財政処理Jにほかならない

のであるから『国会の議決』が必要となるの法当然といえよう O このことは財

政投融資のもつ機能の制面からもいえる。すなわち，近年にみられる財政投融

資のほう張は，一般会計予算から財政投融資に資金源を移しかえているところ

にある。しかも，その内容は，主として，公共事業，社会保障事業，学技事業

といったものへむ融資がかなりの率を占めている。これらむ事業は憲法上の基本

的権利にかかわるものである。とすると，財政投融資計画は，慰政計画そのもので

あるので，予算と再じような法理が適用されてしかるべきであるといえよう慨。

ここで f財政をともなうものの計画とその実施」と述べる「対政をとも

なうもむJ の意味は定かでな~'0しかし，すでに第一節ーで検討したよう

に，財政を「冨家がその存立を維持し，その任務を行うために必要な財力

を取得し，かつ管理し，使用する砕用を総称するj倣と理解するならば，財

政投融資計画も，次の理由から， r国の封政を処理する権限」に含まれる

といえる O

第一に， r出口jに着目して，財投対象機関への投融資という作居は「金

鶴 吉田・前揚註鵠293--4頁。また参照，同・前掲注(6)218頁。

僻佐藤・前場注腕1090頁。

- 66 (345)一



財政投融資の憲法学的一考察(二)

融資金の運用jではなく「実霊的に財政的資金の配分」である織と位置づ

けるならば，かかる投融資それ自体が国の任務であり，財致投融資計画

は， この任務のために必要な民主力の取得，管理，費用の作用であるといえ

るO 手島が「計画が“第二の予算"として強力に機能している憲法現実」

を指摘し，吉田が「近年にみられる財政投融資のほう張は，一般会計予算

から財政投融資に資金源を移しかえているところにあるj と述べるのも，財

致投融資が「実質的資金の配分」であることを指擁していると理解できる O

第二に，財投対象機関への投融資iまあくまで「金融資金の運用j に過ぎ

ないのだとしても， r入口j に着目すれば，年金積立金を集めるの詰年金

を給付するという国の在務の一環であり，また郵痩貯金や語易生命保険

も，金銭を預かるという業務そのものが(現状の理解を前提とすれば〉冨の

任務であるいえるので，財致投融資計画は，国の在務を行うために必要な

財力の(少なくとも)管理の作用であるといえる O

第三に，仮に郵便貯金(や需易生命保検〉が，ここにいう冨の任務ではな

く，それに関する金銭の流れが「国の財政」と直接には関孫ないのだとし

ても欧財政投融資計画全捧として誌，明らかに「国の財政Jの一部と言

いうる産投会計や政府保証とブレンドされる以上，また，明確にされてい

締佐藤・前掲注締1118--9頁。

織 とくに郵便貯金について， I冨庫の確定収入とならず，一時国庫に入れ他日払

戻の義務を負うものであって〔……〕国家財政と関係がない」との考えもある(法

学協会福・前掲詮鱗1291頁註帥。 国字体は改めている。以下同じ〉。実擦にも，

年金は f保険料収入」ならびに「給村費j および「富民年金給付費」が特別会

計予算の議入，議出の項に挙げられており(厚生保険特嵐会計年金議定，国民

年金特別会計冨長年金勘定)，憧易生命保設も，公社fとされるまでは「保険料」

および「保換費Jが簡易生命保検特期会計の歳入，議出の項に挙げられていた

のに対して，郵梗貯金は「事業収入」および「支払利子」が掲げられるだけで，

実際に頭け入れ，払い戻される予定額は挙げられていなかった。かかる取扱い

の差が何によるものなのかは不明であるが，郵痩貯金事業が国の任務ではない

とは考えていなかったはずである O

67 (344) 



近畿大学法学第54巻第 3号

ないが，万一，投融資した資金が予定通り積還，返諒されず，預託金〈平

成立年改正前。それ以後であれば財投震)が返済できない場合に一般会計すな

わち税金からの資金が充てられるのであるなら， I国の財政」と間接的なが

らも関係があるといえる G

これら 3点は，右の吉田の説が唱えられた，平成立年改正誌の制度をも

視野に入れつつ挙げてみたものである。しかし，平成12年改正によって，

右む第一の根拠がより強く当てはまるようになったといえる O なぜなら，

預託義務が廃止され，財政融資資金は財投告によって必要な資金を調達す

ることとなった以上，財政融資資金の活動を「金融資金の運用Jに過ぎな

いとの説明は以前に比して苦しくなったからである O 結局，露政投融資計

画は，憲法83条の「冨の財政を処理する権限」に含まれるといえる。

もっとも，憲法83条にいう「国会の議決j とは， 11m5Jtl的・具体的な議決

に限られず，一般的・抽象的基準を定める法律の制定でも足りると解され

る繊ので，一毅的な法律，たとえば財政投融資計彊法を制定するにとどめ，

毎年の計画そのものを国会の議決にかけることまで辻行わないという制度

も考えられる。もちろん，このように解しても財政投融資計画法の制定に

大きな意義を見出すことは可能である O しかし， I事情の許すかぎり，具体

的・個別的に国会の意思iこもとづいてあらゆる財政作用がなされるべきで

あるとする」舗のが憲法83条の趣旨であるならば，計画そのもりを国会の

議決に付すことが望まし~'0一般に「財産の管理処分〔は〕量的統制iこは

なじまなL、」側が，財政融資資金のように特定の金融資産及び負債の管理

繊 佐藤功・前謁注純1192頁，法学協会編・前掲注緋1262~ 3頁，宮津・前掲注

話事709頁，語口ほか・前掲註号l事175頁〔浦部法穂執筆〕。

鶴宮津・前掲注錨709貰。

意時 小鵠・前掲詮意1~512頁。なお， I法律の規定により国が保有する資金(積立金

を含む。〉の運用により生ずる量権」は国の債権の管理等に関する法律の適用除

タいこなっているD
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を行うことを目的としている場合には，量的統制になじむものといえ，具

{本虫色・個別的に議決iこ付するに当たっても， とくに差し支えある事需があ

るとは思われないからである締。

計画そのものを冨会の議決に付することが望ましいということは，予算

との類似性からも援拠づけられる C すなわち，予算について「形式的又ハ

財致的j鶴匡から「支出及ピ収入ノ見覆jであるとのみ理解するのではな

く， r実質的又ハ行政的J側面から「冨家ノ計画ノ予定」であるとも捉え

る見解が戦前よりあった(滅。後者の側面，すなわち計画を菌会がコント

ロールするのだという視点は，現在，予算を論じる擦には「等閑視されい

る」が鰯，重視するべきだろう O 財政投融資も，計画という点では予算と

毘じ性質をもっといえる O それゆえ， r財政投融資計画は，財政計画そむも

のであるので，予算と同じような法理が適男されてしかるべきJことにな

るO 先に(1)の最後で，財政投融資計画を冨会の議決の対象とするべきで

締 公会計の専門家からは，予算は「資金のフローをターゲットとしているjが，

資産や負債の管理を目的としている特属会計の場合には資金のストックの在り

方が重要になるので， r国会での議決を要する予算の範囲については，携えば予

定貸借対照表あるいは予定財産目録ということでごさ、いますが，これらを含め

まして，フロー及びストックに関する会苦情報を再方とも含む通常の財務諸表

にまで拡大すべきではないかj とも主張されるD 平成18年 2月15日参議院決算

委員会議録第 2号 4頁〈桜内文域参考人)0なお，予見し難い経諸事情の変動へ

の対応は，事前む具体的・個別的な議決では密難であるが，現在の弾力条項を

活用しつつ，事後の情報提供に基づき国会がコントロールを行うことが考えら

れる O これについては後述ニを参票。

締並々木惣一・日本憲法要論〈訂正第 3版>(金軒芳流堂， 1932年)639頁c!日

字体は改めている)。佐々木は，現行憲法においても「予算とは，将来における

一定の期間内の計画に関し，予期せられる支出及び攻入を，均衡を保たしめて，

なるべく完全に組織を立てて，見積もることj と定義し，予算に計陸性を含ま

せているD 佐々木惣ー・日本国憲法論く改訂版>(有斐閣， 1952年)333真。
繊 手島・苗掲注(5)r見守政J641頁。手島も，予算の計画性を強調する。手島・前

掲注(5)613--4頁G
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あるとする主張の根拠として挙げた批判の第二は，このような意味で当

たっていると，思われる O

以上より，憲法83条に基づいて，見守政投融資計酉を国会の議決に討する

のが望ましいと解する。ただ，先にも論じたように財政投融資計雷の多

くの部分はバラバラではあるが既に予算の一部として国会の議決に付され

ており，現状が直ちに違憲とまではいえないだろう叱

なお，第三節で考察する，現実の国会審議・議決む有様に鑑みれば，計

画そのものの議決に拘わりすぎないことに留意しなければならなL、。その

意味で，棲井敬子による次の指摘は重要である。

民主的正当化の観点から国会の議決が必要であるという議論はかねてより存在

しているが，形としての国会議決にどれほどの意味があるのか疑問で島り，財

政投融資の機能分析を前提とした実効的な国会の関与めあり方，有効なルール

がどういったものであるかという議論が必要である倒。

二国会への靖報提供

財政投融資に関して，ーの最後で引用したように国会の議決のみにこ

だわらず，広く「実効的な国会の関与のあり方jを重視するならば，財政

投融資の運用にかかる情報を国会に提供することが憲法の観点からも重要

でおる。それは，第一に，予算一ーその中に顕片的ではあるが財政投融資

の計画が相当程震含まれているのは上述のとおりである-0)審議及び議

決を実効あらしめるために関連する資料が提出され説明が行われること

締 参照，佐藤・前掲注僻1118~ 9頁9 さらに参照，手島・前掲注(6)259頁。

織 護井敬子「予算・財政投融資j芝浩義一=小早川光郎=宇賀克塩・行政法の

争点く第 3版)(有斐関， 2004年)200頁以下の201頁。



財政投融資の憲法学的一考察〈二〉

が必要だからであるG 第二に国会は決算を提出され(憲法部条入財政状

況の報告を受ける(憲法91条〉ように，対政に関して事後のコントロールを

行うが，財致投融資についても毘様である以上，かかるコントローんを実

効あらしめるためにも，国会誌関係する a情報を得ることが大前提となる O

第三iこ，国会は国権の最高機関(憲法41条)として，毎年震のコントロール

を越えて広く制度としての財政投融資について議論する権限を存する以

上，かかる権張を行使する前提として，財政投融資に関する情報を得るこ

とができなければならなl)0  

それでは，国会は，財政投融資に関して，いかなる需報提供を受けるべ

きか。第ーに問題となるのは，ーで、晃たよう iこ，国会の議決に付すか否か

の議論の中心であった財政投融資計酉である。しかし，これは， 1これまで

も事実上作成し，国会に提出してきた」ものであったところ繊，平成立年

改正によって，法律上，国会への提出が義務づけられたところである(長

窮運用法5条)。最終的な議決の対象は計画そのものではなく，予算の各富

所に分解され埋め込まれている各部分であるが，審議の際には，計画それ

自体を全体として見通した上で「総合的・統一的・独立にJ議論の対象と

することができるわけで，意義がある O

第二に，財投対象機関の靖報が問題となる O 以薦より 13公社，公憲等

のように特別会計をもち，予算，決算として国会の承認を得なければなら

ない機関は別として，そうでない機関は，資金を運用しながら予算および

決算についても，直接には盟会のコントロールにおかれていないj仰と指

摘されてきた。第一節ーで論じたように財投対象機関が破綻した場合iこ

焦げ付いた出資金，貸付金を冨庫が負担しなければならないという関係に

(31@ 若原幸雄 rr資金運用部資金法等の一部を改正する法律案J(財政投融資割安

改革法案)についてj財経詳報2227号 (2000年) 6頁以下の 7頁。

~ID 吉罰・前提注鶴287頁。
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あるならば，国会が財投対象機関の会計に対し「予算および決算についてj

「重接に」とまでは言えないまでも，一定のコントロールを及ぼす必要があ

ろう O そもそも，投融資そのものの可否を決するのに，償還可詑性の審査

を行うならば，投融資先の財務培報を検討するのは当然といえる。

この点，平成17年度予算要求の時点で，地方公共団体を除く 39の財投対

象機関すべてにつき，民間準拠の財務諸表が作成されるようになってい

るc そのうち21機関は，財務諸表の作成が法定されており，これらは一

般の毘覧にも供されているようである(たとえば独立行政法人選期法38条 4

項向。財政投融資を含む予算の審議時iこ，これらを添付資料として提出す

ることや，これらが国会議員にとり難解であれば，たとえば財務状態に関

する解説を f財致投融資計画の説明jに加えることなどが考えられてよい。

なお，さらに進んで，政策金融機関について「第二次〔最終〕の資金の

配分先」まで明らかにするべきであるとの提案もなされる開。確かに，事誌

の靖報提供は，資金配分の弾力性から，また住宅資金の貸討け(住宅金融

公庫)や教育ローン(国民生活金融公庫)，中小企業向けの貸付け〈国員生活

金融公産，中小企業金融公庫〉といった小口の資金書己分について具体的な 1件

l件の記分先と金額を明らかにすることは不可能であることかG，全体と

しても国難であるように思われる。しかし，これらの機関も，財政投融資

資金から資金の融通を受ける以上は，それに先立ち計画を立てるわけであ

るし，小口の資金配分についても総額程度は，また日本政策投棄銀行や国

際語方議行，公営企業金融公庫が行う大企業や第三セクタ一向けといった

制 財政制度等審議会財政投融資分科会「財政投融資改革の総点検についてJ(平

成16年12月10日) 9頁---10頁。この資料は，財務省の HP(http://www.mof. 

go伊jsingikaijzaiseseidojsiryoujzaitoajzaitoa161210a.pdf)で見ることがで

きる O

(31~ 北野・蔀掲注働31頁。

- 72 (339)一
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大口む資金配分については個別の配分先と金額についてまで，晃込みを示

すことは可誌でないか。

現在， 8つの致策金融機関は予算を菌会の議決に甘されている(政府関保

機関〉。しかし，予算の項に掲げられているのは「事業損金j と「予備費J，

機関によっては f保険金jのみであり，予算から運用先の情報を得ること

はできない。添付される政府関係機関予算参照書の中，各機関の事業計画

の中で，分野ごとの貸付計画は明らかにされているようである O しかし，

第ーに，分野ごとの貸付情報も不十分であるものがある O たとえば平成立

年度の国際協力銀行の事業計画は次のとおりである O

1. 国擦協力銀行の平或17年度における冨際金融等業務は，設備の輸出，重要

物資の輪入，我が爵の法人又は外国政府等が海外において行う事業等のため

に必要な資金の貸付等であり，貸付(出資を含む。)の金額は1，130，000，000千

円を予定している(畠資は6.000.000千円を予定しているJ。

2. 国禁協力銀行の平或17年度における海外経誇協力業務は，開発途上地域に

おいて行われる開発事業等のために必要な資金の貸付等であり，貸付(出資

を含む。〉の金額は690，000，000千円を予定している(出資は2，000，000千円を

予定している。)。

3. 上記 1及び、 2の原資としては，一般会計からの出資金174，400，000千円，財

致融資資金からの措入金830.100.000千再，国際協力銀行長券の発行による収

入527，500，000千円，貸付図収金等288，000，000千円，計1，820，000，000千円を予

定している。

内訳註わからな ~\o 公営企業金融公庫も同様である。また，大口の投融資

については倍加の計画も明らかにできると思われるのに，まったく明らか

にされていな ~\o かかる有様では，実質的な議論を国会で行うのは困難で

- 73 (338) 
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あろう O もう少し，詳細が明らかにされてもよいむではないだろうか。

第三に，事後の情報提供についてで、ある O 財致投融資には，資金運用の

弾力性ゆえに，事前のコントロールが難しい部分がある O それだけ，事後

的な'語報提供が重要となるG たとえば，財政融資資金の長期運用予定額を

「予見し難い経済事情の変動その他やむを得ない事由」がある場合に50パー

セントまで増額することを認める，いわゆる弾力条項に基づいて増額を行

う場合，行政(財務省〉内部では，許画の変更にあたるので財政制度等審

議会の議に付す必要がある(財政融資資金法11条 1項〉ものの剥，冨会に対す

る報告等の定めはなL、。実際の運居がどうなっているかは定かでないが，

国会に対する報告がもし行われていないのであれば，速やかにこれを行う

べきである。また，上述した政策金融機関からの投融資の内容について

も，大口のものについては決算に合わせて情報を提供するべきである。た

とえば， 日本致策投資銀行は「資金供給業務としての出資のうち……出資

比率20パーセント以上のものjの概要を業務報告書に掲載しているが，こ

のようなものを，出資のみならず貸付に関しても，決算む際に添付するこ

となどが考えられるべきだろう O

事後の憤報提棋は，性質上，充分に行うことができない事前統制を捕う

という意義のほかにも，将来における錨々の投融資や制夏全体の検討に資

するという意義も有する。たとえば，第一に，最近の予算編成過程の改革

論の一つに，事後評価の重視が挙げられるが019 そこでは，事後評鑑を次の

サイクルのく厳密に言えば 2年後の〉予算にフィードパックすることが提案さ

れている。これは，事後評価とそのための情報提供が次の事前統制につな

胸 中)11=乾=原匡・前掲珪部79頁。

。1$ たとえば，参議院決算委員会平成16年 3月22日の富司俊基参考人の議論を参

照。



財政投融資の憲法学的一考察〈二〉

がることを示している O また，第二iにこ，第一章第三節三で

「員財オ政投融資改革の総点検について」を取り纏める中でで、，震務超過に陥り冨

費を投入することとなった財投対象機関をめぐって財政制度等審議会財致

投融資分科会委員は説明責任を果たすことを求めた。これは， I失敗j事例

に関する情報の国会へお提供もまた，将来 f失敗Jを繰り返さないための

制度設計につながることを示唆している O 後者の清報提扶lま， I失敗Jが生

じた場合に行われるので，前者のように定期的なものとして制度化するこ

とは重ちにはできな~'0国会は， I失敗」ではなもゆ瓦というみずからの判軒

に基づいて，憲法62条， 63条などを活用して積極的に必要な情報を集める

ことを積み重ねていくべきである。

三国民への情報提供

国会へのa請報提供と毘様，国民に対する情報提供も重要である O 憲法91

条は， I内罷は， [……]国民に対し，定期に，少なくとも毎年 1回，国の

財政状況について報告しなければならな~'oJと定める。この条文の趣言

は， I財政民主主義を実質的なものとする」号l@ことにあると言われるo I一

般国民が自己む納めた租説その他の経語的負担が国家によって越理せられ

た方法を知り，これiこ批判を加えることは，民主政治の基礎をなすもので

ある」腕からである。情報公開法が施行され， I説明責任(アカウンタゼリ

ティ )JI知る権利」という観念が広まってきている今日においては，財政

01事 樋口 iまか・荷揚注al~229頁〔蒲部法穂、執筆〕。なお，財政民主主義とは，手島

孝によれば， r冨民による，国民のための，国民の財政J(鐸点原文)であるo

手島・前掲注(5)585夏。もっとも，大石震によれば，憲法91条は， r財政民主主

義の京射を敷街したものというより，議会又は国民に対する説明責任を含めた

責証の追及を可能とするために定められたもの」であり， r財政民主主義jより

「財政立憲主義jが当てはまるとL寸。大石・前掲詮(6)191頁。

締法学議会編・前掲註舗1349頁。
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状況の国民への報告を定める憲法91条の趣旨が再評伍されるべきであろ

うO 財政投融資に関しては，第三笛で述べるように，所管の各省が，財投

対象機関の'1'言報を独占し，いわば第一次的な評舗を行う仕組みになってい

るため，ともすれば各省所管の財投対象機関への評価が甘くなってしまう

恐れがある O また，財務省や内閣における評錨もまた常に適切で、あるとは

限らない。こむような事惜の中，財務清報を国民へ提供することは，国民

が靖報を共有することにより批判を可能にするという意義を有する O

もっとも，憲法91条にいう「国の財政Jに討政投融資が含まれるかは学

説も明確ではなL可。 rr冨の財致状況Jといっているのであるか告，予算お

よび決算に設定されず，たとえば，国有賠産や患の債務の状況，予算使用

の状況など，冨の財政全殻について，その現実の状況をト…・]国民に報

告しなければならなLリ号1&と述べ，比較的広い範留の'清報開示を求めるも

のがある O かかる趣旨を踏まえれば，第一節ーなどで考察したように，最

終的に冨庫の負担になる可能性があるものについては，書定に解するべき

であろう O とはいいながら，具体的に財政投融資に関するどのような情報

をどむような方法で報告するべきであるか憲法で一義的に決まっていると

まではいえな~'0結局，描象的な義務を定めたものと理解するしかなL、。

しばしば挙げられる財政法46条 I項， 2項は，かかる抽象的な義務を具体

化したものと解されるが，現に憲法91条を受けて行われている「財政法第

46条に基づく冨民への財政報告」には「財政投融資計彊の主な内容jが含

まれているところである職。

また，平成12年改正を契壌として， r特殊法人等・財政投融資全体のディ

QI~ 樋口 lまか・前掲詮帥228~ 9頁〔語部法種、執筆〕。

Ql事 f財政法第46条に基づく国民への財政報告JIま，封務省の HP<http://www. 

mof.go.jpjjouhoujsyukeij46houko.htm)で見ることができる O
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スクロージャーの推進」が説かれるようになった勝。財投対象接関に関し

ては， I特殊法人の期務諸表等の作成及び公開の推進に関する法律J(平成9

年法律第103号〉が制定，施行され， 78GlDの特殊法人等について，関連法律

を改正して，貸借対照表，損益許算書，的属明総書，事業報告書，監事の

意見書の作成を義務づけるともに，これらの書類及び既に法律で作成が義

務づけられている財産昌録，決算報告書を，各事務所に備え量き，大蔵省

令(当時)で定める顛間，すなわち 5年間眠一殻の閲覧に供しなければな

らないこととした失これにより，財政投融資との関連でも，財投対象機

関の財務内容，とくに，毎年度の財致融資資金，国庫補助金等の名称，目

的，金額や，政府出資，財政融資資金，政府保証壌の累積額の明紐等が明

らかとなった。なお，これらの情報は，総務庁特殊法人資料閲覧室〈当時〉

においても一括して関覧できるようにされたが，当時のコメントによれば

ホームページ等による電子宮報化が課題として残されているとのことであ

る(働。

鶴間本・前掲注働10--1頁。

~20 178Jは， I平成 9年 6月現在の87法人から，商法等により既に作成・公爵の

義務Cある特殊会社12法人を除いた上で，第140回通常国会において成立した

法案によって統合され，新たに設量される 3特殊法人を加えた数」であった。

蜂谷勉「特殊法人の財務諸表の公聞に向けて」会計と監査1998年 1月号16夏以

下17頁注訟。

。語 「公庫の財務諸表等の関覧期罷並びに閤罵明縮書及び業務報告書の記載事項

に関する省令J(平成 9年s月24日大蔵省令第52号) 1条。

位~ I特殊法人の財務諸表等の作成及び公開の推進に関する法律jの制定の経韓，

内容については，総務庁「特殊法人の新たなディスクロージャーj時の動き1997

年8月号部頁以下，吉富光「特殊法人の新たなディスクロージャーに向けて」

時の法令1551号(1997年)6貰以下，詞「特殊法人の新たなディスクロージャー

にむけて」会計と監査1997年g月号31頁以下，同「替殊法人の薪たなディスク

ロージャーについてj ジュリスト1119号 0997年)36夏以下，蜂谷・前掲注織

を参照。特殊法人のリスト iま，総務庁・前揚13--8頁に謁載されている O

側 吉田・前掲注脚「特殊法人の新たなディスクロージャーにむけてj の32，34 

--5頁むまた，この改正む第二の効果として，子会桂，関連会社合組織，業務ノ

- 77 (334) 
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これに対し，財政投融資全体に関しては，とくに新たな立法や制度の創

設がなされたわけではなPo具体的には，以蔀から行われてきた，①「賓

金運用部月報J(現・封政融資資金月報〉の華月の公表，②「財政金融統計月

報jの「財致投融資J特集の公表綴，③「財政投融資リポートjの公表，

④資金運用部資金(当時)む運用実績の審議会への報告・公表，⑤ホームペー

ジへの財政投融資リポート，各財投対象機関の貸借対照表，損益計算書の

掲載(さらにこれらに加えて，国会に提出される，財政投融資許画， I予算及び封

政投融資計酉の説明J，封政融資資金特挺会計の貸借対類、表，損益計算書等も，国民

に対する靖報提供の一環として並置づけることが可能である〉を踏まえて， これ

らの「内容を拡充するJところにとどまっている叱

各省が行う財投対象機関の評橿，財務省が行う財政投融資全体の評価に

ついて，元となる '1雪報を富民も共有してチェックを行うという観点から

は，できるだけ多くの生の素材，データを公開することが望ましL、。他方

で，国民は会計や簿記等に関する知識をもっているわけではないので，バ

ラバラに生のデータを出されてもそこから内容を組み立てて判断すること

ができるわけではな L、それゆえ，個々のデータ C意味，使い方，他の

データとの関連について説明を討したり，全体をわかちやすく示したりす

る努力も必要である O

また，上述した定期的，制定員危な国民への直接の情報提供とは耳目に，国

、内容及びこれらの会社と親会社たる封投対象機関との関係のディスクロー

ジャーが挙げられるが，子会社，関連会社の倍々の財務状況までは明らかにさ

れていな~'0なお，その後，電子官報化という課題にどのように対応してきた

か，荷らかの法制による手当が行われたのかまでは明らかにすることができな

かった。

鈎 7月号が「財政投融資特集」に充てられている。また，財政投融資と密接な

関連のある政府関係金融機関の特集に， 3丹号が充てられている。

。場 開本・前掲注働10'"'"'1頁。



財政投融資の憲法学的一考察〈二〉

会が憲法62条の国政調査権や憲法63条の質問権，国会法105条の検査要講

制度(これについては呂を参煎〉を利用してアド・ホックに政府や各省から

得た'11雪報もまた，同時に国弐に提供することが望まれる。憲法91条が国会

と国長をならべていることから，両者が受け取る情報の費量もまた同程度

であるべきだと解されるからである。技術的にも一一印尉物にして官報販

売所を通じて提供することも考えられるが一一インターネットを利用すれ

ば，まったく実現に国難はないと思われる G

回 会計検査院による検査

国会や国畏への情報提供との関係で重要なのが，会計検査院のはたらき

である尺会計検査院は， I百本国憲法第鈎条の規定により国の収入支出む

決算の検蚕を行う iまか，法律に定める会計の検査を行うJ(会計検査院法20条

1項〉。検査対象iま，菌の一般会許，特斑会計に限られず，必要的検査事項

(毘法22条)として「国が資本金の 2分の l以上を出資している法人の会計j

(間条 5号λ 「法律により特に会計検査援の検査に付するものと定められた

会計J(同条 6号。平成17年12月現在で日本放送協会のみがこれに該当する〉織に，

さらに f必要と認めるとき又は内閣の請求があるとき」に検査することが

できる任意的検査事項〔同法23条〉として f国が直接又誌間接に補助金など

を交付し又辻貸付金などの財政援助を与えているものの会計J(同条3号。

平或17年12丹現在で， 47の蔀道府県， 1822の市時村をはじめ農業協同組合等各護法

人を合わせて5403団体がこれに該当する)， I国が資本金の一部を出資している

側 会計検査院については，西川伸一・この冨の政治を変える 会計検査院む潜

在力(五丹書房， 2003年)，同「会計検査院の独立性をいかに強化するかJ政経

論叢74巻 1= 2号 (2005年)125頁以下を参照。会計検査読の役割に期待するも

のとして，新藤宗幸・財政投融資(東京大学出版会， 2006年)214頁。

働会計検査院証P中「会計接査対象jくhttp://www.jbaudit.go.jp/rezume/

frt1.htm)。以下のデータも同じO

79 (332) 



近畿大学詮学第54巻第 3号

ものの会計J(同条4号。平成17年12月現在で中部国際空港抹式会社，日本電信電

話株式会社，寂神高速道路株式会社，首都高速道路株式会社の四法人がこれに該当

する)， I国が資本金を出資したものが更に出資しているものの会計J(詞条

5号。平成17年12月現在で東京湾横新道路株式会社，関西国擦空港用地造成株式会

社など13法人がこれに該当する)等へと広がる O 会計検査説法，これらの会計

について「常時会計検査を行い，会計経理を監督し，その適正を期し，旦

つ，是正を図るjわけである(会計検査院法20条2項)。そして会計検査読は，

年に一度，決算検査報告を作成し内閣(そして内閣を通じて国会〉に提出す

る〈憲法的条，会計検査院法29条)。

会計検査院は，憲法上，一般に，国会の下部機関と位置づけられている

わけではなL持。しかし，平成s年の国会法，会計検査院法改正によって，

冨会からの検査要請の制度が導入された。すなわち， I各議院又iま各議院

の委員会は，審査又は諜査のため必要があるときは，会計検査院に対し，

特定の事項について会計検査を行い，その結果を報告するよう求めること

ができるJ(冨会法105条)。会計検査読は，この「要請があったときは，当

締 むしろ「通常国の行政機関の一種とされているJ(藤里宙靖・行政組織法〔有

斐閣， 2005年J110頁)。これに対し，会計検査院を国会の下部機関と位置づけ

るべきとの説として，手島孝・行致富家の法理(学陽書房， 1978年)41夏以下，

吉田・前掲在(5)59貰，碓井光明「立法による財政改革の推進j ジュリ 1109号

(1997年) 3頁以下む 8夏。これに対し，甲斐素誼は，会計検査を「調査j と

「評価」というこつの活動に分け， I会計検査院は， r調査J権謀では独立機関で

あるが， r評倍j権限の冨に関する限札富会の補助機関jであり，さらに「評

価j権隈に関しては内閣や司法府に対しても補助機関としての地位を有すると

述べるD 甲斐素重「国民主権京理と会計検査読の憲法上の地位的」自治研究61

巻12号(1985年)50頁以下の56--7頁。同様に，石森正広も， I三権のいずれか

に属するというよりも，まず， 00会のもつ封政コントロール権行使む契機を与

えるという点、では国会の援助接関であり，行政の自己コントロールに寄与する

という点では政府の援助機関でもあるj とする。石森正広・会計検査院の研究

(有信堂， 1996年)234夏。これに同旨のものとして，さらに村上正尉・給付

行政の研究(存信堂， 2002年)400頁。
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該要請に係る特定の事項について検査を実施してその検査の結果を報告す

ることができるJ(会計検査院法30条む 3)。国会は，この割安を利用するこ

とで，みずから清報を欲する事項につき，専門家による検査を行わせ，そ

の検査の結果を会計の素人たる国会議員にも理解可能な形で示させること

ができる O 実擦の運用としては，今まで，公的宿泊施設の運営に関して(衆

議院決算行致監視委員会，平成10年g足)， r政府開発援助に慢する決議」の実

施状況に関して(参議院行政監説委員会，平成12年11月)，国が公益法人等に諦

助金等を交付して設置させている資金等に関して，また独立行政法人の業

務運営等の状況に関して(いずれも参議読決算委員会，平成17年10見入検査要

請に基づく検査結果が報告された。また，平成17年12月現在で 7件の検

査要請が出されている矢

会計換査院は，基本的には「冨の一殻会計，各持別会計，各出資法人等

ごとj腕に検査を行う O 財致投融資それ自体をまとまったかたちで検査す

るわけではなL、しかし，会計検査院は， r予算麗成の背景，予算執行上の

留意点等について意見を関きJ，r検査報告に掲記された事項や検査の過程

で気のついた点について意見を述べj るため毎年定期的に爵務省とり連結

会を開擢しており，この連絡会は主計局(年2回)のみならず理場局〈年 I

居)とも行われている{勝。このことから，会計検査読が財政投融資も検査の

。語 会計検査院 HP中「検査報告〈ワンポイント解説一一検査報告掲記事項の拡

大一一一)Jくhttp://www.jbaudit.go.jp/audit/audit_index.htm>o 4件の検査

報告の諜要は，それぞれ平成 9年度， 11年)Jt， 16年度の決算検査報告書に記載

されている。また，報告書そのものも，会計検査院 HP中「冨会からの検査要

請jくhttp://www.jbaudit.go担jrezumejfrt1.htm>で見ることができるo

締会計検査院 HP中「会計検査の動向と変遷〈検査領域の拡大)Jくhttp://

www.jbaudit.go.jpjauditjaudit_index.htm>。

鱗会計検査院 HP中「財政当昂との意見交換J<http://www.jbaudit.go.jp/ 
auditj audit _index.htm>。
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対象として認識していることがうかがわれる。また，決算検査報告にも，

平成 7年度から， r国の一般会計，各特ijU会計，各出資法人等ごとjの決

算等の概要と法部に「決算のうち財政全般に採る事項を譲りまとめ整理し

て総括的に記述jするようになった。この中に財政投融資の項が存在する

のであり， r財政投融資の概要J，r財致投融資む原資J，r財政投融資計画の

実績J，r財投機関債の発行状況J，r財政融資資金の財致投融資計画以外の

運用」について簡単な毅述がある(滅。

会計検査読は，財政投融資制度の全体像について，詳しくかっわかりや

すい説明を国会及び菌民に対し行うべきであろう O 平成 9年の会計検査院

法改正(国会法等の一部を改正する法律〔法律126号) 2条) ，こより「会計検査

院は，正確性，合規性，経済性，効率性及び有効性の観点その地会計検査

上必要な観点から検査を行うものとするj とされたところく20条 3項)， r経

済性，効率性及び有効性」の観点を拡大解釈して，プログラムそのものの

妥当性についても意見を述べるべきだとも主張される叱この表現を惜り

るならば，会計検査読は，財政投融資という巨大なプログラムについても

意晃を述べるべきであり，その前提としてこのプログラムの概要について

説明を行うべきであるといえよう O

国会は，検査要請番目度を利用することで，財政投融資に関する情報(ニ

閥 会計検査院 HP中「会計検査の動向と変遷(検査額域の拡大)J缶詰p:/jwww. 

jbaudit.go.jpjauditjaudit_Index.htm)。平成16年度決算検査報告の章立ては

次のとおりであるo r第1章検査の概要Jr第2章決算む確認Jr第3章個

到の換査結果Jr第4章 国会からの検査要請事項及び特定検査対象に関する検

査状現Jr第5章会計事務職員iこ対する検定Jr第s章議入歳出決算そむ他

検査対象の概要ムこの第s章第 1節 f国の対政等の概要jの中iこ， r第1 国

の会計Jr第2 冨が資本金の 2分の l以上を出資している法人Jr第4 橿到

の決算等」とならんで「第 3 財政投融室等」という項があり，本文で触れた

5点についての叙述がある。

G持参燕，村上・前掲注鵠428......33頁。
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で述べたように，財投対象機関の財務状襲や活動向容，融資内容)をより容易に入

手することが可龍となる。実際，今まで行われた検査要請の対象事項はい

ずれも財致投融資と重なりをもつものであり，国会は検査要請制震をさら

に活用するべきである。

国民との関係では， しばしば，冨む会計事務を処理する議員の会計経理

の取扱いに関する，利害関孫人からの要求に基づく審査(会計検査院法35条

I項)が取り上げ§れる G この利害関係人からの要求に基づく審査は，国

民が会計検査院と蓋接に接する唯一の場面である。そこで，この制疫を国

民が活用するべく利害関採人の範留を納税者全般と広く解釈することが主

張される失しかし，実務はこの解釈に否定的である O この解釈は魅力的

でiまあるが，会計換査院の龍力に鑑みれば，直ちに採用するのは難しいと

思われる。さしあたり，上記の国会の検査要議制度に連動させ，国会へ提

出する報告書を国民にもホームページなどで公開することが考え込れ

るggo

会計検査揺は，財政や会計について，専門的観点からの検査，適法性お

よび妥当性の統制を行う機関であるが，その成果を国会および国民にわか

りやすく適切なかたちで説明することで，ニや三で触れた国会や国民に対

する内障(財務省〉みずからによる説明を補い，その内容の正しさを担保

する機能を果たすものといえる O 財政投融資に関しても同様である。

*揺稿(ー)公表後，新藤宗幸・財政投融資(東京大学出販会， 2006年)に接した。

平成12年改正までむ財政投融資の仕組み，機能，平成12年改正iこ到る経緯を的

確に論じたものであるD 参頭を乞う D

錦参照，石森・前掲注鱒235，247夏，村上正則「会計検査院と国畏J北野弘久

教授還暦記念論文集・納説者の権剥(勤草書房， 1991年)55頁以下の71---2夏。

鵠 ホームページでの公開は既に行われているところである。会計検査院 HP

中 f国会か告の検査要請Jくhttp://www.jbaudit.go.jp/rezume/frt1.htm)を

参照。
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